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要 旨： 

災害に対する脆弱性は被災国・地域の自然条件・社会条件によ

って異なり、地域固有の脆弱性に対応した現実的な被害軽減対

策が肝要である。本資料は、バングラデシュを対象にして、国

の特徴を整理した上で、水災害に関する被害の発生・拡大に至

る背景や課題を分析し、被災地域の社会経済構造・被災者の避

難行動・被害軽減システムを分析することにより、被災の特徴

を洗い出し、地域にあった被害軽減体制の強化方策を提案して

いこうというものである。 
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概  説 
 
 洪水、渇水、土砂災害、津波・高潮災害などの水に関連する災害は、人類に

とって持続可能な開発や貧困の解消を実現する上で克服すべき主要な課題の一

つであり、国際社会の力を集結して取り組むべき共通の課題であるとの認識が

様々な国際会議の場で示されている。この背景には、近年世界各地で激甚な水

関連災害が増加傾向にあり、人口や資産の都市域への集中や産業構造の高度化

に伴う資産価値の増大に伴って被害が深刻化していること、および地球温暖化

に起因する気候変化が豪雨の発生頻度増大や無降雨期間の長期化をもたらす恐

れが指摘されていること等がある。こうした背景のもと、我が国がこれまで水

災害の克服に向けて蓄積してきた知識や経験をベースに、世界的な視野で水関

連災害の防止・軽減のための課題解決に貢献するため、土木研究所では、重点

プロジェクト研究「総合的な洪水リスクマネジメント技術による、世界の洪水

災害の防止・軽減に関する研究」に取り組んでいる。本資料は、この重点プロ

ジェクト研究の一環で取り組んだ事例研究の成果を取りまとめたものである。 
 本資料は、バングラデシュを対象にして、国の特徴を整理した上で水災害に

関する被害の発生・拡大に至る背景や課題を分析し、被災地域の社会経済構造・

被災者の避難行動・被害軽減システムを分析することにより、被災の特徴を洗

い出し、地域にあった被害軽減体制の強化方策を提案していこうというもので

ある。 
 本資料で、多くの死者を出した水関連災害として、1970 年及び 1991 年のサ
イクロン被害を取り上げているが、２つのサイクロン被害を比較するとその被

害要因に大きな変化はない。しかし、危険地域の居住人口が増加しており、1991
年サイクロンが過去最大規模と言われ被害が広範囲にわたっているにもかかわ

らず、1970年の死者が 30万人であったのに対し、1991年では 14万人と大幅
に減少していた。このことは、避難先としてのサイクロンシェルターの整備が

進み、また、住民への予警報伝達体制の整備や住民教育など、ソフト対策も充

実してきていたことによるとわかってきた。 
1991年サイクロン被害を受けて沿岸地域ではサイクロンシェルター整備がさ
らに加速した。後に発生した 1997年のサイクロ時にはサイクロン来襲前に 100



万人がサイクロンシェルターへの避難をはたしたとの記録もあり、連綿と続け

られてきた防災教育が実を結び、住民の避難に対する意識・防災教育への取り

組みの姿勢が大きく変化したことが最も大きな要素であったことは想像に難く

ない。また、1991年サイクロン後に NGOによって開始された沿岸部へのマン
グローブ植林も少なからず効果を発揮したと考えられる。 
災害被害軽減のためには、構造物対策と非構造物対策がバランスよく継続的

進められていくことが必要であるが、バングラデシュのサイクロン被害軽減対

策については、この両輪が適切にかみ合って進められてきたものと思える。 
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1. バングラデシュ国概要 

1.1  概況 
バングラデシュ人民共和国（以下バングラデシュと称す）は北緯 20°34′～26°38′、東経

88°01′～92°41′に位置し、総面積は 147,570 km2である。西、北、東の大半はインドに囲ま

れるとともに東の一部はミャンマーに接し、南はベンガル湾に面している。国土の大半はガ

ンジス河デルタで形成されている。総人口は 1億 2,315万人（2001年）で年人口増加率は
1.48 %（1991～2001）、人口密度は 834人/km2と非常に高い。国土は、西から流れるガン

ジス河と北東から流れるブラマプトラ(ジャムナ)河によって形成された世界最大のガンジス
デルタ上に位置し、大部分は標高 10 m以下の低平地である。標高の高い北部と東部の丘陵
地帯は国土の 13％を占めるにすぎない。 

 

 
図 1 バングラデシュ位置図 

バングラデシュの気候は、典型的な熱帯モンスーンに属し、高温・多湿・多雨が特徴であ

る。夏季の最高気温は、32～38℃になり、冬季の平均気温は 10℃程度である。季節の変わ
り目である 4 ~ 5月と 10～11月にはサイクロンが襲来することが多い。年平均降水量は
1,200～6,000 mmと地域により差異が大きく、10,000 mmを上回る地域もある。雨期（6
～9月）と乾期（12～3月）の差が顕著であり、年降水量の 80%以上が雨期に集中する。そ
のため、南西モンスーンの吹く雨期には、国土の半分近くがインドからの洪水流入により水

没する。一方、北東モンスーンが吹く乾期には地域により旱魃被害が発生する。 
国民の大半はベンガル人であり、88％はイスラム教徒で、ヒンドゥー教、仏教、キリスト

教が続いている。農村人口は全体の 77％を占めており、農村部居住者の 50%以上は自分の
土地を持っておらず、小作農等を営んでいる。 
バングラデシュの貧困水準以下の人口割合は 70年代初頭の 70％から 2000年には 50％に

減少している。貧困層の 90％は農村地域に居住している。農村地域では雇用機会が限られ
るとともに賃金は非常に低く、農村部から都市部への人口の流出が顕著である。1999/2000
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年の推計では失業者は 180万人である。農業部門が労働力の 62％に相当する 3,622万人を
吸収している。 
農村部では生活を営む上での行動範囲に関して男女格差が大きく、農村部では、男性を戸

主とする世帯に比べ女性を戸主とする世帯の最貧困率が高い。また、初等・中等教育修了率

においてもジェンダー間の格差が見られる。女性の経済活動（村落での農作業や都市での工

場労働等）や NGOによる農村女性支援プログラム（会合や研修等）への参加は過去 10年
間で増加しているものの、家事全般・育児・家畜の世話が全て女性に任されている。 
バングラデシュは農業国で、米とジュートが農業生産の基盤をなしており、他に茶、サト

ウキビの栽培やエビの養殖等が行われている。工業はジュート加工、皮革、縫製などの軽工

業が行われている。同国は世界 4位の米生産国であるが、人口過剰と水害のため食糧を輸入
しているとともに、経済は海外への出稼ぎと海外援助に大きく依存している。 

1.2  地域特性 

（1） 水文区域ごとの状況 
バングラデシュにおいては洪水対策を含め、国家の水資源開発および管理の計画として国

家水管理計画（National Water Management Plan: NWMP）を策定しており、2004年 3
月に承認されている。同計画では全国を水文学的な特徴および水に対する開発ニーズの観点

から 8つの水文区域（Hydrological Regions）に分け、それぞれについて必要な開発・管理
計画の検討を行っている。同計画に示される各水文区域の状況を図 3.4および以下に示す。 

1） 北西（NW）区域 
NW区域は Rajshahi行政区を構成する 16の県からなり、ブラマプトラ河とガンジス河

が境界となっている。耕作可能地域は 2.35百万 haである。年平均降水量は約 1,700mmで
あるが、南西部に位置する Barinda周辺は、バングラデシュにおいても最も乾燥した地域
であり、年平均降水量は 1,400ｍｍ以下である。Barindaの一部の比較的標高の高い地域を
ものぞいて地下水位は高い。 
この区域では農業開発が進んでおり、灌漑農業が実施されている地域が全区域の中で最も

多い。全国と比べて産業はさほど発達していないが、98年に開通したジャムナ橋の影響で
今後の発展が見込まれる。バングラデシュの主要な都市のひとつである Rajshahiの他、都
市部としては Rangpur、Bogra、Dinajpur、Pabna、Sirajganj等が挙げられる。各都市の
人口は 30から 50万人程度である。 
南部においては雨季にブラマプトラとガンジスの水位が他の内陸の河川よりも高くなる

ことによりしばしば大規模かつ長期の洪水に見舞われる。これにより、Atrai、Hurashgar、
Bangali等の河川の下流部の排水機能が阻害され、下流部に水が停滞することになる。比較
的乾燥した地域においても大規模かつ長期の洪水が発生することがある。この区域では

Teesta堰、Pabna灌漑事業、ブラマプトラ河右岸堤防、Chalan Beel洪水防御・排水改善・
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図 2 人口密度                          図 3 貧困の状況 

 



 

 4

４：北部中央（NC）区域 
人口 2,630万人。年平均降水量は 1,400から
2,4001mm。Dhaka、Gazipurなどの大都市を擁する。
南部を除いて比較的洪水は少ない。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)Dhaka市への給水の確保、2)洪水対策および排水改
善、3)ブラマプトラ河およびパドマ河の Charにおけ
る洪水防御、4)将来的なブラマプトラ河とメグナ河へ
の堰の建設 

 ５：北東（NE）区域 
人口 1,490万人。9割は農村人口。5平均降水量は
3,200mm。,600 km2にわたって広がる広大な
Haor地域（低湿地）を擁する。都市化および産業
化は進んでいない。洪水深が 5m以上と深く、完
全な洪水防御は困難 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)地下水のヒ素汚染対策、2)Haor地域の環境管
理、3)既存洪水防御・排水改善事業の改修、4)Haor
の村落に対する洪水防御、5)主要河川の排水能力
向上、6)斜面灌漑開発 

３：北西（NW）区域 
年平均降水量は約 1,700mm。全国と比べて産業はさほ
ど発達していない。バングラデシュにおいても最も乾
燥した地域。南部では雨季にしばしば大規模かつ長期
の洪水に見舞われる。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)ブラマプトラ河右岸の浸食対策、2)洪水対策および
排水改善、3)既存の洪水防御・排水改善・灌漑事業の
改修、4)西部の渇水対策、5)ブラマプトラおよびガン
ジス河の Charにおける洪水防御、6)将来的なブラマ
プトラ河への堰の建設 

６：南東（SE）区域 
人口 1,390万人。9割が農村人口。沿岸部でサイ
クロン被害、排水不良等の問題がある。メグナ河
の河岸浸食が問題となる一方、南部沿岸では堆積
物による新たな土地が形成。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)地下水のヒ素汚染対策、2)ガスを含む帯水層への
対応、3)サイクロン対策、4)沿岸堤防による排水阻
害の改善、5)新たに生じた土地の潮流からの保
護、6)既存の FCDI事業改修 

２：南部中央（SC）区域 
人口 1,110万人。年平均洪水量は 2,300mm。他の区域
に比べて産業は発達していない。沿岸部にマングロー
ブ林はなく、サイクロンにより脆弱。南部では潮流に
よる tidal channelで土地が寸断。北部では定期的にパ
ドマ河による洪水。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)地下水のヒ素汚染対策、2)既存の沿岸部堤防の維持
管理、3)への土砂堆積による排水阻害の改善、4)サイ
クロン対策、5)Charおける洪水防御 

７：東部山岳（EH）地区 
人口およそ 890万人。Chittagongの沿岸の平野と
山間部からなる。年平均降水量は 2,400mm。
Chittagong都市区域（人口 3百万）および Cox’
s Bazar（25万）が主要な都市である。沿岸部は
堤防により保護されており、エビ養殖および製塩
業が盛んである。サイクロンの危険性は高い。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)小規模灌漑開発、2)小規模水力発電、3)サイクロ
ン対策、4)既存沿岸部堤防の維持管理 

１：南西（SW）区域 
人口 1,830万人。年平均降水量は約 1,700mm。北具地
域ではサイクロン被害は少ない。また、沿岸部におい
ても Sandarbanのマングローブ林によりサイクロン
被害は若干緩和される。沿岸の輪中堤内での排水不良
が問題。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)地下水のヒ素汚染対策、2)Gorai川等の乾季流量の
確保、3)沿岸部堤防システムおよび排水の改善、4)既
存の洪水防御・排水改善・灌漑事業の改修、5) Char
における洪水防御 

８：河川および河口（RE）区域 
人口はおよそ 580万人。洪水頻度が高く、住民は
不安定な氾濫源で生活。主要河川の河岸浸食が大
きな問題。メグナ河口部の島々ではサイクロンの
危険性が高く、浸食と新たな洲の形成が繰り返さ
れている。 
特筆すべき開発ニーズ： 
1)安価な浸食対策および河川改修、2) Charの洪水
防御 3)メグナ河口でのサイクロン対策、4)新たな
洲の洪水対策、5)ヒ素汚染対策 

図 4  NWMPに示される水文区域ごとの状況 
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灌漑事業、Barind多目的開発事業等、有数の大規模洪水防御・排水改善・灌漑事業が実施
されている。 

NWMPに示された NW区域の開発ニーズとして、１）ブラマプトラ河右岸の浸食対策、
２）洪水対策および排水改善、３）既存の洪水防御・排水改善・灌漑事業の改修、４）区域

西部の渇水対策、５）ブラマプトラおよびガンジス河の Charにおける洪水防御、６）将来
的なブラマプトラ河への堰の建設、等が挙げられる。 

2） 北部中央（NC）区域 
NC区域は 15,950km2の面積と 26.3百万の人口を擁しており、ブラマプトラ、パドマ、

メグナ、旧ブラマプトラ、Lakhya河を境界に持ち、EHを除く他の区域に比べ地形的な変
化に富んでいる。耕作可能面積は 1.06百万 haである。同地区においては中央部に森林地域
を含むMadhupur台地が 2,400 km2にわたって広がるとともに年平均降水量は 1,400から
2,4001mmの幅を持つ。NW地区同様、比較的浅い層に地下水が存在する。一部、主要河川
付近においては地下水のヒ素汚染の問題も見られる。 
区域内の主要な都市としては Dhaka（人口 9百万人）Gazipur（80万）、Mymensingh

（50万）、Tangail（30万）等がある。全国の中でも NC区域がもっとも都市化および産
業化が進んでおり、今後も急激な都市化の進行が予想されている。Madhupur台地以外では
農業の状況は NW区域と同様、開発が進んでいる。浅管井戸を用いた灌漑が実施されてお
り、季節的な地下水位の低下が起こっている。南部を除いて比較的洪水は少なく、既存の模

洪水防御・排水改善・灌漑事業の規模も小さい。 
NWMPに示された NCの開発ニーズとして、１）Dhaka市への給水の確保、２）洪水対

策および排水改善、３）ブラマプトラ河およびパドマ河の Charにおける洪水防御、４）将
来的なブラマプトラ河とメグナ河への堰の建設、等が挙げられる。 

3） 北東（NE）区域 
20,100 km2の面積を有するNE区域においては14.9百万の人口の9割は農村人口であり、

NWや NC区域とは異なる特性を持つ。耕作可能面積は 1.41百万 haである。年間平均降水
量は 3,200mmと多く、北西部の一部を除いて開発可能な浅層地下水が少ない一方、乾季の
表流水は多い。このため、同区域では低揚程ポンプを用いた河川灌漑が多く実施されている。

同地区の主要な河川としては Barak、Juri、Manuおよび Khowai川がある。 
茶葉と天然ガスが生産されている他、同地域の特徴としては 5,600 km2にわたって広がる

広大な Haor地域が挙げられる。Haorは地域は 47の主要な Haorと 6,300の Beel（このう
ち約 55％は通年湛水している）を含んでおり、漁業資源や水禽の重要な生育地となってい
る。洪水深が 5m以上と深いため、完全な洪水防御は困難であり、4から 5月のインド側か
らの鉄砲水から作物を守り、雨季の洪水時には水没する様な堤防による部分的な洪水防御が

適当である。 
NE区域においては都市化および産業化は進んでおらず、最大の都市である Sylhetにお

いても人口は 30万人程度である。その他の主要な都市としては Kishoreganj、Netrakona、
Sunamganj、Hobiganj、Maulvibazar等があるが、いずれも人口は 20万人に満たない。 
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NWMPに示された NE区域の開発ニーズとして、１）地下水のヒ素汚染対策、２）Haor
地域の湿地に係る環境管理、３）既存の洪水防御・排水改善事業の改修、４）Haor地域に
位置する 1,000程度の村落に対する洪水防御、５）主要河川の排水能力の向上、６）一部地
域における斜面を活用した灌漑開発、等が挙げられる。 

4） 南西（SW）区域 
26,200 km2の面積と 1,830万人の人口を有する SW区域は大きく沿岸部およびガンジス

とパドマ河から Khulnaにかけての内陸部とに分けられる。耕作可能面積は 138万 haであ
る。年平均降水量は約 1,700mmであり、NW区域同様、西端部のインドとの国境周辺の地
域は比較的降雨が少ない。主要河川周辺を中心に、広域にわたって地下水のヒ素汚染が見ら

れる。 
ガンジス河上流部のファラッカ堰の影響

で乾季における河川流量が低く、ラムサール

条約で指定されているサンダルバンのマン

グローブ林に対する被害が出ている。 
区域の北部においては浅管井戸による灌

漑が広く行われているほか、乾季における表

流水中の塩分濃度は低い。また、サイクロン

による被害は一般的に少ない。一方、沿岸部

では Sandarbanのマングローブ林によりサ
イクロン被害は若干緩和されるが、一方で汽

水域のエビ養殖による環境汚染が大きな問

題となっている。この他にも沿岸の輪中堤内での排水不良も主要な問題のひとつとして挙げ

られる。 
100万人の人口を擁し、主要な産業および港湾のある Khulnaの他、人口 20万人を超え

る都市として Jessor、Bagerhat、Chuadangaおよび Jhenaidahが挙げられる。内陸部で
は比較的標高が高く、一般に洪水による被害は受けにくいが、被害は皆無ではない。区域に

おける主要な洪水防御・排水改善・灌漑事業は 1960年代および 70年代に建設された沿岸
部の堤防および輪中堤、並びに北部の Ganges- Kobadakポンプ灌漑事業である。 

NWMPに示された NE区域の開発ニーズとして、１）地下水のヒ素汚染対策、２）Gorai
川やその他の水路での乾季流量の確保、３）沿岸部の堤防システムおよび排水の改善、４）

既存の洪水防御・排水改善・灌漑事業の改修、５）ガンジス河の Charにおける洪水防御、
等が挙げられる。 

5） 南部中央（SC）区域 
パドマおよびメグナ川に挟まれる 15,400 km2の面積に 11.1百万の人口を擁す SC区域は

SW区域同様、内陸部と沿岸部とに分けることができる。耕作可能面積は 93万 haである。
年平均洪水量は 2,300mm程度で、SW区域に見られるような乾季の水不足には見舞われな
い。一方、沿岸部にマングローブ林はなく、サイクロンによる高潮により脆弱である。南部

では潮流により作られる水路（tidal channel）で土地が寸断されている。 

バングラデシュ

インド

ファラッカ堰
国境 

出典：The Encroaching Ganga and Social Conflicts: The 
Case of West Bengal, India. 
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他の区域に比べて産業は発達しておらず、都市人口は全体の 12％程度である。40万人の
人口を擁する Barisalのほか、Faridpur、Patuakhaliおよび Shariatpur（各 20万人以下）
が主要な都市である。浅管井戸および低揚程ポンプによる灌漑が実施されている。沿岸部の

堤防および Barisal灌漑事業の他に洪水防御・排水改善・灌漑事業は少ない。 
区域の北部は定期的にパドマ河による洪水に晒されている。パドマ河は河川形態学的にま

だ若く不安定であり、護岸や堤防建設には適していない。 
NWMPに示された SC区域の開発ニーズとして、１）地下水のヒ素汚染対策、２）既存

の沿岸部堤防の維持管理、３）水路への土砂堆積による排水阻害の改善、４）サイクロン対

策、５）パドマ河沿岸および Charおける洪水防御、等が挙げられる。 
 

6） 南東（SE）区域 
SE区域は面積 10,300 km2、人口 13.9百万人と比較的小さい。都市部の人口は全体の 11％

程度である。主要な都市は人口 44万人を擁する Comillaの他、Brahmanbaria、Chandpur、
Feni、Laximpur、Noakhaliなどがあり、いずれも 20から 30万人の人口を有す。SW、SC
同様、内陸部と沿岸部に分けられ、内陸部では浅管井戸による灌漑が行われている。沿岸部

では、サイクロン被害、排水不良、表流水・地下水への塩分の進入などの問題がある。全国

の中でも地下水のヒ素汚染が顕著である。浅管井戸が広く利用されているため、最南部を除

いて水不足は深刻な問題ではないが、水の全体量としては十分とは言えない。 
メグナ河の河岸浸食が大きな問題となっている一方、南部の沿岸地域では堆積物により新

たな土地ができている。沿岸部の堤防と内陸部の一部の洪水防御・排水改善事業以外に

ChadpurとMeghna-Dhonagodaの２つの主要な灌漑事業が実施されている。 
NWMPに示された SE区域の開発ニーズとして、１）地下水のヒ素汚染対策、２）ガス

を含む帯水層への対応、３）サイクロン対策、４）既存の沿岸堤防による排水阻害の改善、

５）新たに生じた土地の潮流からの保護、６）既存の洪水防御・排水改善・灌漑事業の改修、

等が挙げられる。 

7） 河川および河口（RE）区域 
RE区域はガンジス、ブラマプトラ、パドマの三河川とメグナ河の河口部からなる 8,600 

km2の区域である。人口はおよそ 580万人であり、洪水頻度が高く、不安定な氾濫源で生活
を送っている。この地域の住民は一般的に生活水準が低い。主要河川沿いの地域の河岸浸食

が大きな問題となっているが、河川改修は高価かつ困難である。 
メグナ河口部の島々ではサイクロンの危険性が高く、浸食と新たな洲の形成が繰り返され

ている。 
NWMPに示された RE区域の開発ニーズとして、１）安価な河川浸食対策、２）安価な

河川改修、３）ブラマプトラ、ガンジスおよびパドマ河の Charにおける洪水対策、４）メ
グナ河口部でのサイクロン対策、５）メグナ河口部に新たに形成される洲の洪水対策、６）

地下水のヒ素汚染対策、等が挙げられる。 
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8） 東部山岳（EH）地区 
EH区域は 19,950 km2の面積に 8.9百万人の人口を擁する。同区域は Chittagongの沿岸

の平野と山間部からなる。耕作可能面積は 48万 haで年平均降水量は 2,400mm程度である。
山間部では一般に洪水による被害はない。 

Chittagong都市区域（人口 3百万）および Cox’s Bazar（25万）が主要な都市である。
沿岸部は堤防により保護されており、エビ養殖および製塩業が盛んである。サイクロンの危

険性は高い。地下水には塩分が含まれており、灌漑には低揚程ポンプが用いられている。 
NWMPに示された EH区域の開発ニーズとして、１）小規模灌漑開発、２）小規模水力

発電、３）サイクロン対策、４）既存の沿岸部堤防の維持管理、等が挙げられる。 

（2） チャールとハオール 

1）  チャール地域 
チャールとは大河川の河道内、河岸沿いあるいは河口に形成される砂州のことであり、河

川の流況、特に洪水によって大きく影響を受け、流失、発生、成長を繰り返している。図 5
にチャール地域を示す。 
消長が激しく不安定であるにもかかわらず、チャールには多くの住民（1993年時点で約

63万人）が居住しており、基本的に農業を糧とした生活を営んでいる。侵食によって土地
が失われ避難が必要となった場合には、住民は同一チャール内の別の場所、もしくは成長拡

大している他のチャール等に移動する傾向が強く、受け入れ先が無いあるいは雇用の不安な

どにより内陸のほうへ移動することは稀である。河岸・砂州の侵食によって年間 10万人が
土地を奪われている現状のもと、バングラデシュでは、洪水の氾濫より侵食のほうが深刻な

問題であるとも言われている。 

2）  ハオール地域 
メグナ川流域の中央に広がる海抜標高 3mから 6ｍ程度の低平地は、“中央盆地”もしく

は“ハオール地域”と呼ばれている（図 5参照）。この地域の上流であるインド領には平均
年雨量 11,117mm（国境付近でも 5,000mm）にも達する世界一の多雨地域があり、この上
流域からの膨大な流出水は、このハオール地域で一時的に貯留される。ハオール地域での平

年ピーク時の貯留水量は約 100億トン、最大水位は海抜約 6mであり、ハオール地域の大部
分は年間 3～6ヶ月の間浸水状態が継続する。1993年の洪水時には、浸水面積は 20,000km2

に及んだ。 
ハオール地域には、イ) ハオール（Haor）：大規模で氾濫水深の大きい多くの湖もしくは

窪地、および、ロ) ビール（Beel）：氾濫原に囲まれた無数の浅い小規模な水面、と呼ばれ
る湖もしくは池がある。大規模ハオールは 47カ所あり、そのうちの 6カ所のハオールは国
際的に重要な湿地に位置づけられている。また、ビールはおよそ 6,300カ所あり、そのうち
3,500カ所が恒久、2,800カ所が季節的なものである。 
生活条件は厳しいが、ハオール地域の人口は少なくなく、約 480万人が Kandaと呼ばれ

る地域内の島を中心に居住しており、Kandaでは風波による侵食による生活の場の喪失が
大きな問題となっているものの、地域内全体の人口は年々増加傾向にある。地域内の生活交

通は雨季乾季ともに舟運が主である。 
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ハオール地域での産業は、農業と漁業が中心である。ハオール地域では、一般的に 4月か
ら水位が上昇し、7月にピークとなり、10月には水位が下がる。住民は、乾季の 11月中旬
から 4月末までは農業を営み、氾濫息生息魚種のライフサイクル（図 5参照）に合わせて、
9月から 12月に漁を行う。しかし、ハオール地域が水面下となる残りの期間においては、
人口の 40％程度は漁業を営むものの、その他は出稼ぎもしくは無職となっている。 

 

 
図 5  チャール地域・ハオール地域 
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 11月 12月10月
遡上

氾濫域への移動

常時水域での滞留（乾期）
捕獲最盛期

産卵・繁殖

氾濫域への分散・成育

常時水域（川・湖）への移動

捕獲

氾濫期

乾期 乾期雨期

最大水位

水位曲線

 
図 6 氾濫域生息魚種のライフサイクル 

 
1.3  社会構造 

（1） 建国の経緯と政権の変遷 

「ベンガルの地（国）」という意味を持つバングラデシュは４半世紀のの間に２度の独立を

経験している。かつて現在のバングラデシュとインドの西ベンガル州と併せた広大なデルタ

地帯がインドのベンガル州というひとつの行政単位を形成していたが、1947年のパキスタン
独立に際してイスラム教徒の多い東ベンガル地方はパキスタンの一部（東パキスタン）とし

てインドからの独立を果たした。 
インドからの独立後、同一の国家である東西パキスタンは必ずしも平等な立場にはなく、

行政の主要ポストは政治の中心であった西パキスタン出身者に占められるとともに、経済開

発の面でも東は後回しにされた。1970年の選挙では、独自の通貨や軍隊を主張したムジブ
ル・ラーマンの主導するアワミ連盟が東パキスタンの議席のほぼ全てを席巻した。これに対

するパキスタン政府による弾圧と解放勢力に対するインドによる軍事支援が 1971年 3月の
パキスタンからの独立宣言と続く解放戦争につながった。独立戦争は 1971年 12月に終結
し、ムジブル・ラーマン大統領のもと、新たな出発を遂げた。 
独立後の政権を主導したムジブル・ラーマンは 1975年のクーデターで暗殺され、軍事政

権と２大政党（アワミ連盟、バングラデシュ国民党：BNP）による政権の掌握合戦が展開さ
れる。独立から現在までの政権の遷移は以下の通りである。 

出展：Harza,1987a 
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表 1 建国以降の政権の変遷 

期間 政権 
1971年～
1975年 

ムジブル・ラーマン政権（アワミ連盟）  
バングラデシュ・アワミ連盟を結成。1975年青年将校によるクーデターで暗殺。  

1975年～
1981年 

ジアウル・ラーマン政権（BNP）  
1975年クーデターにより、軍全体を掌握。軍事主導の民政化を計る。1981年、暗殺。  

1981年～
1990年 

エルシャド政権（軍事政権）  
独立戦争時は、西パキスタンにいたエルシャドは、1981年無血クーデターで権力を奪取。
厳格な軍独裁制を目指す。イスラム教の国教化を計る。1990年 12月辞任。  

1991年～
1996年 

カレダ・ジア政権（BNP）  
ジアウル・ラーマン大統領婦人。初代女性首相。大統領制は廃止され、議員内閣制復活。 

1996年～
2001年 

シェイク・ハシナ政権（アワミ連盟）  
ムジブル・ラーマン大統領の長女。 1996年の選挙において投票率 10％の不正選挙による
カレダ・ジア再任を契機に反政府運動が激化。政府経済は機能麻痺に陥る。1996年に外国
の外交団立ち会いのもと選挙が行われ、アワミ連盟が 21年ぶりに政権復帰し首相となった。

2001年～ カレダ・ジア政権（BNP）  
2001年 10月再選。 

 
（2） 産業および雇用形態 
現在、バングラデシュの産業は米とジュートが基盤であり、他に茶、サトウキビの栽培と

エビの養殖がおこなわれている。工業はジュート加工、皮革、縫製などの軽工業がおこなわ

れる。世界 4位の米生産国であるが、人口過剰と水害のため食糧を輸入している。海外への
出稼ぎと海外援助に大きく依存している。 
近年、GDPにおける農業部門のシェアおよび労働力の吸収能力は低下傾向にあるが、依

然、労働人口の６割以上が農業部門に携わっているとともに、人口の７割は農業を主要な産

業とする農村部に居住している。また、雇用形態別の労働者数においては自営業者および日

雇い労働者が全体の６割程度を占める。日雇い労働の内訳としては農業、建設、リキシャ引

き等が挙げられるが、農業労働者の雇用については農作期に密接に関係していると考えられ、

各地域における米の植付け、収穫の時期に応じた季節労働者の移動が予想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 分野別労働者数（1999-2000）  図 8 形態別労働者数（1999-2000） 

（3） 伝統的農業手法と緑の革命 
バングラデシュの農民は歴史的に地域の自然状況に適応した農業を作り上げ、これを実践

してきた。同国の農耕期は米やジュートなどの耕作の実態から第 1農耕期（4月～8月）、
第 2農耕期（8月～12月）、第 3農耕期（12月～4月）に区分され、各農耕期に適切な場 

販売

11% サービス

5%

農林水産

63%

製造・流通

16%

その他

5%
自営業者

32%

被雇用者

14%

日雇い労働

者

36%

家族従業者

18%

出典： 2002 Statistical Year Book of Bangladesh, 2004, BBS 出典： 2002 Statistical Year Book of Bangladesh, 2004, BBS 
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所で適切な作物を栽培することにより、毎年のように訪れる洪水の水位の増減に対応して

植付けや収穫を行ってきた（図 9）。 

 
耕地面 

農耕期 L-1 L-2 L-3 L-4 L-5 

緑の革命以前の耕作形態 
第１農耕期 
4月～8月 

アウス稲 アウス稲 アウス稲 
ジュート 

散撒アマン稲  

第２農耕期 
8月～12月 

移植アマン稲 
蔬菜類 
豆科作物 
種子作物 

移植アマン稲 
蔬菜類 
豆科作物 
種子作物 

移植アマン稲 散撒アマン稲  

第３農耕期 
12月～4月 

蔬菜類 蔬菜類 
豆科作物 

豆科作物 
種子作物 

サトウキビ ボロ稲 

 
緑の革命以降の耕作形態 

第１農耕期 
4月～8月 

アウス稲 アウス稲 アウス稲 
ジュート 

散撒アマン稲  

第２農耕期 
8月～12月 

移植アマン稲 
蔬菜類 
豆科作物 
種子作物 

移植アマン稲 
蔬菜類 
豆科作物 
種子作物 

移植アマン稲 散撒アマン稲  

第３農耕期 
12月～4月 

蔬菜類 蔬菜類 
豆科作物 

ボロ稲（灌漑）
豆科作物 
種子作物 

ボロ稲（灌漑） 
サトウキビ 

ボロ稲 

出典：もっと知りたいバングラデシュ（臼田ら編、1993）を一部加工 
注）散撒アマン稲は第１、第２農耕期に、サトウキビは第１、第２、第３農耕期にまたがる。 
 下線部は特に重要な作物 

図 9  バングラデシュにおける洪水位と農業の変化 

バングラデシュにおける農業は従来、雨季の降雨に大きく依存する第１・第２農耕期を中

心に行われており、乾季にあたる第３農耕期における農業は生産性も低く、活発ではなかっ

た。一方、第１・第２農耕期は雨季の豊かな天水により生産性は高いものの、例年よりも大

きな洪水が発生した場合、農作物に対する被害の危険性をはらんでいた。このような状況の

中、バングラデシュ政府は急激に増加する人口に対し米の自給を達成するために大規模な

FCDI（洪水防御・灌漑排水）事業を進めてきた。 
高収量品種（HYV）の導入により食料生産量を向上させる緑の革命はバングラデシュに

おいても 1960年代半ばから導入されており、ボロ稲においてよく普及している。HYVと 
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灌漑事業の導入により、従来は最低位地（L-5）のみで作られていたボロ稲が作期の一部
重複するアウス稲を駆逐しつつ、低位地（L-4）や中位地（L-3）にも進出し、乾季の枯れた
大地は豊かな緑の絨毯に覆われていった。HYVの普及は特に 1980年代に入って管井戸の
普及が加速するとともに急速に進み、米の増産に大きく寄与することとなった。 
一方、農薬や化学肥料等、大量の投入材を必要とする HYVの普及はそれまで自給的だっ

た農家家計に現金投資が組み込むこととなった。また、大量投入による米の大量生産という

図式は、農業の商業化を進ませ、人口増加に伴って進んでいる農地の細分化と相まって持て

る者と持たざる者の格差の拡大にも寄与していると考えられる。 

（4） バングラデシュの行政単位とコミュニティーにおける社会構造 
バングラデシュは 1999年現在、64の県、496の郡および 4,451のユニオン（行政村）の

行政単位に分かれている。県には議会等はなく、県の行政は、公務員省により任命された政

務次官により運営され、各種事業は中央省庁の県事務所によって実施される。 
郡は 1982年に地方分権化のために制定され、大半の省庁の事務所が配置され、行政の末

端としての活動をしている。県同様、議会等はなく、郡行政官と省庁の郡事務所により、各

種活動が行われている。 
ユニオンと呼ばれる行政村は他の行政単位と異なり、選挙により選ばれた 12名の議員（内

女性 3名）からなる評議会を有している。ユニオンは元々イギリス統治期に形成された警察
組織制度の一端を担うものであった「チョウキダール」区制から発生したものである。当初、

「チョウキダール」区は警察（タナ：当時の管轄区が現在の郡として運営されている）の管

轄区において警察を助け、情報提供などを任務とする村落警備員（チョウキダール）に対す

る監督と人件費の負担を受益地域に委ねる目的で 1870年に導入された。その後、1919年の
村落自治法によって衛生、道路、学校の建設・維持などの一部の機能が「チョウキダール」

区を引き継いだユニオン委譲され、今日の形を整えている。 
ユニオンの主要な役割は税務および住民登録であるが、税務に関してはあまり機能してい

ないのが実情である。一方、ユニオン評議会の議長は住民の代表として郡レベルの開発を承

認する郡開発委員会のメンバーに加えられているが、評議会自体に予算執行能力はなく、開

発行為は中央省庁主導で実施されている。ユニオン自体には地方行政の末端を担うための事

務組織は整備されておらず、むしろ代議機関としての性格を強く持っている。 
一方、バングラデシュにおいては行政的に決められた単位の他にグラム、ショマジュ、バ

リ、グシュティーといった伝統的なコミュニティーの単位が存在しており、父系血縁集団（親

戚）であるグシュティー意外においては、それぞれにマタボールと呼ばれる伝統的なリーダ

ーを有している。マタボールはビチャールと呼ばれる評定会議を主導し村人間の争い事の調

停を主な役割とする。マタボールはユニオンを末端とする行政との法的な関わりはなく、あ

くまでも伝統的な村の意志決定を司る顔役のような存在である。 
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図 10  バングラデシュにおける行政および伝統的単位の規模のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11  グラム、ショマジュ、バリのイメージ 

 
1947年のパキスタン独立は、バングラデシュの社会構造は大きな影響を与えた。それま

で東ベンガル地方に多く住んでいたヒンズー教徒が国外へ移住していくとともに、ヒンズー

教徒の大地主であったザミンダールの土地は政府に収用される一方、政治は一部のエリート

層に影響され、政治のもたらす便益は限られた層に偏重した。急速に進んだ都市化と工業化

により、各県の中心地にはこれまでの社会構造には見られなかった中産階級が新たに生じる

ことになった。彼らは商業活動を通して金銭的、政治的な力を強め、バングラデシュとして

の独立後においては政治的リーダーシップを手にすることになった。一方、農村部における

農家も資本家、裕福な小農、中小規模の小農、土地なし農民などに分化・発達していった。 
1960年代に始まり、1980年代に大きく進んだ緑の革命も資本の分極を進め、それぞれの

階層の差を大きくすることに寄与している。資本家は近代的な農機を使い、労働者を雇うこ

とにより大規模な生産が可能であった。また、金銭的・政治的な影響力の大きい裕福層は政

府機関などから与えられる利権にアクセスしやすく、多くの面において有利であった。一方、 

＊ イスラム教徒とヒンズー教徒が罵詈
単位で異なるコミュニティーを形成
するケースも見られる。 
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大きな資産を持たない農家においてはこれらの行動は不可能であり、結局は競争に敗れ、

更に貧乏になり、やがては土地を手放すこととなった。 
地方における力関係を支配する要素としては、経済的地位、家計、所有する土地の面積、

政治家や役人との関係などが挙げられる。また、地方においては封建的なパトロン－クライ

アント関係が政治の基礎となっている。ユニオン評議会議長や議員、マタボールなどがパト

ロンとして、より貧しい者を支援し、これらの者はパトロンの政治的影響力を強めることに

なる。英領時代以前からの伝統的な地主－小作体制であるザミンダール制度は東パキスタン

時代には正式に廃止されており、もはや広大な土地を有する伝統的なザミンダールは存在し

ないが、もう少し規模の小さいジョトダール－プラジャ１）に似た関係は地方部においてその

形を残している。特にチャール地域においては他地域に比べ旧来の制度を色濃く残している

と言われており、Zaman（91）は影響下にある小作農家を私兵として組織し、新たに生じ
たチャールの利権を支配する地域の有力者が過去のザミンダールやジョトダールと同様の

社会制度を踏襲している点を指摘している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方社会におけるパトロン＝クライアント関係の構図 
 
Zaman（91）による Charでのサンプル調査では 619件中 394件（69％）が浸食により

一度以上土地を失い移転している。浸食により土地を失った者の約９割はその地域を離れな

い。このような土地なし農家は地域の有力者からの１）居住のための土地の無料使用、２）

農業労働機会の提供、および３）小作（土地を借りて耕す、あるいは耕した土地の収穫の一

部をもらい受ける）により生計を立てることが可能になる。救済措置により地主－小作の依

存関係が強まり、ザミンダール制度に似た状況が生じている。このような状況のもと、地域

の有力者が小作農家を私兵に見立て、彼らを用いて土地を占有し、有力者の財産を取得する

といった行為が行われているとの報告もある（Zaman、91）。Charにおける土地の所有形 

                                                 
１） ジョトダールとは英領時代、ザミンダールの下で税金の徴収を行っていた比較的土地保有面
積の大きい農家。プラジャはより規模の小さい小作人 

地域の有力者 

（ﾕﾆｵﾝ評議会、ﾏﾀﾎﾞｰﾙ等） 

政治家 
役人 

小規模農家、小作農家、土地なし住民等 

コネクション 

労働機会の提供 
資金融資 労働力 

政治力の基盤 
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態はほかの地域よりも不平等であるが、高い土地なし農家の割合は必ずしも Charの不安
定な土地条件に起因するものではなく、社会的な背景にも関係するものである。 

 
（5） マイノリティー 
イスラム教ベンガルが大部分を占めるバングラデシュにおいても宗教的・言語的マイノリ

ティーは存在する。宗教的舞のティーとしてはヒンドゥー教徒が人口のおよそ１割を占める

ほか、仏教徒、キリスト教徒等も一部見られる。また、ベンガル語以外の言語を使用する少

数民族が国境周辺の山岳部を中心に分布している。これら少数民族の約 45％は仏教徒であ
り、言語・宗教上のマイノリティーとなっている（佐藤、1993）。 

 
表 2 バングラデシュの宗教別世帯数 
宗教 人口（千世帯） 比率（％） 

全人口 104,232 100 
イスラム教徒 92,158 88.4 
ヒンドゥー教徒 10,992 10.5 
仏教徒 581 0.6 
キリスト教徒 303 0.3 
その他 215 0.2 

出典：2002 Statistical Year Book of Bangladesh, 2004, BBS 

 

表 3 少数民族世帯数および分布 
県 世帯数 

Bandarban 21,704 
Cox’s bazar 3,708 
Khagrachhari 33,508 
Rangamati 40,387 

出典：2002 Statistical Year Book of Bangladesh, 2004, BBS 
注：バングラデシュの平均世帯構成員数はおよそ 4.9人 

 
バングラデシュにおいてはインドにおけるヒンドゥー・ムスリムの暴動のようなあからさ

まな対立は少ないとされているが、マイノリティーが不安な立場であることは変わらない。

マイノリティーの中でも最も多いヒンドゥー教徒においても国家公務員、軍、司法関係者等

における雇用、昇進の不均衡などもみられるように様々な不利な扱いがあるとされている

（外川、2004）。 
バングラデシュの平坦な国土の中で唯一、本格的な山岳地形を有するチッタゴン丘陵地帯

から北部のシレットにかけての地域にはチャクマ、マルマ、ムルなどの少数民族が分布して

いる。チベット・ビルマ系の言語を母語とするモンゴル系民族であるこれらの少数民族はイ

ギリス統治下では一定の自治権が認められていたが、東パキスタン時代およびバングラデシ

ュ独立後には政府との紛争を繰り返しており、現在にいたっても緊張関係は完全には解消さ

れていない。 
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（6） ジェンダー 
近年、女性首相による政権が続いているバングラデシュであるが、イスラムの宗教・文化

的背景も影響して女性の社会的地位は依然、低い状況にある。旧来、女性にはパルダと呼ば

れる行動規範があり、外出はせず、家の中でも限られた男性家族・親族以外とは接触が禁止

されてきた。一般に女性の経済力は弱く、経済的に男性に依存した生活を余儀なくされてき

た。近年、マイクロファイナンスや縫製業の発展により女性による経済活動は拡大している

とされているが、賃金水準は男性のそれよりも低く、農村部では、男性を戸主とする世帯に

比べ女性を戸主とする世帯の最貧困率が高い。 
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2. バングラデシュのサイクロン災害 

2.1  サイクロン災害概要 

（1）  サイクロン時期・頻度 
バングラデシュは熱帯モンスーン気候に属し、6－9月がモンスーンの吹く雨季、10－5

月が乾季であり、サイクロンi襲来時期は、モンスーン前（4－5月）およびモンスーン後（10
－11月）である。雨季前のサイクロンはバングラデシュ南東部沿岸地域に、雨季後はベン
ガル湾西部のインド側を通過する頻度が高い。バングラデシュの全国平均降水量は約

2,200mmであるが、ベンガル湾に面した沿岸地域の年間降雨量はこれより多く 3,000mm
前後（図 12参照）であり、雨季の 4ヶ月間に降雨量の約 2/3が集中しているほか、雨季前
後のサイクロン時期においても比較的大きな降雨量を示している。バングラデシュでは毎年

のようにサイクロンが襲来しており、このうち、人命や家畜に被害を与えまた経済的にも大

きな損失をもたらしたとされるサイクロンだけでも 1975年から 2000年にかけての 25年間
で 14にのぼり、ほぼ 1年おきに繰り返されているといえる。 
表 4 サイクロンリスト（バングラデシュ） 
に 1900年からの主なサイクロンと被災状況を示す。 
 

（2）  バングラデシュでのサイクロン被害の特徴 
ベンガル湾のサイクロンは、それ自身の強さは他地域に比べて著しく大きいわけではない。

しかし、ベンガル湾の三角を形作る地形的な特徴によってサイクロン外力の集中が起こり、

これが大規模な高潮を引き起こすことにより、主に沿岸部に対し壊滅的な損害を与え、多く

の人命を奪う。サイクロンの襲来が満潮時、特に大潮と重なる場合には、波高 5－9mの波
が沿岸に押し寄せ、国土の大部分が低地に属するバングラデシュでは、内陸部 5－8kmまで
海水が浸入する場合もあるなど、特に被害は大きなものとなる。サイクロン災害における人

命被害に関しては、死者の 97%が高潮に飲み込まれた溺死である（BA_S_02）との調査結
果もある。 

 
（3）  サイクロン被害地域（沿岸地域）の特徴 

1）  居住人口 
バングラデシュでは、全人口の 14.8%にあたる約 15百万人（2002年、BA_S_15）が沿

岸地域・沿岸諸島 21,000km2に居住しているとされ、さらにこの沿岸地域･沿岸諸島のうち、

サイクロンの高度危険地域（サイクロンの襲来により、高潮の水深が 1m以上に達し、多く
の人命が失われる可能性の高い地域、図 13 サイクロン危険地域図参照）に約 640万人
（2002年、BA_S_20）、あるいは 800万人（2002年、BA_A_18）が居住している。 

 

                                                 
i バングラデシュ国におけるサイクロン区分：1)低気圧（風速 62km/h未満）、2)サイクロン（Cyclone Storm）（風
速 62-88km/h）、3)激烈なサイクロン（Severe Cyclone Storm）（風速 89-117km/h）、4)ハリケーンの強さを持っ
た激烈なサイクロン（Severe Cyclonic Storm of Hurricane Intensity）(風速 118km/h以上) 
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2）  沿岸地域の区分 
バングラデシュの沿岸地域は、a) Sunderban Region 、b) Meghna Estuary、 c) Eastern 
Regionの 3つ（図 14 サイクロン危険地域区分参照）に大きく分けられる。この 3地域の
特徴として、a) Sunderban Regionは密な森林が存在しており（図 15 森林分布参照）、c) 
Eastern Regionは概ね標高が高く（図 16 標高参照）、b) Meghna Estuaryが最もサイク
ロンに対し脆弱な地域となっている（BA_S_12）。 
また、各地域の高度危険地域に属するエリアの人口密度（図 17 人口密度分布参照）を

見ると、b) Meghna Estuaryおよび c) Eastern Regionに比べ、沿岸に森林の広がる a) 
Sunderban Regionの人口密度は低くなっている。 

 
3）  沿岸地域の産業 
沿岸地域の産業は、その肥沃な土壌を活かした農業が中心であり、最も脆弱な地域である

b) Meghna Estuaryのデルタ地帯では、労働者の 80%が農業に従事し、10%が漁業に従事
している（BA_S_14）。労働者の割合は少ないものの、沿岸地域では漁業も盛んであり、全
国に約 15万 ha、数にして 130万個（バングラデシュ統計局、2002）ある養魚場（一つあ
たりの平均的な大きさは 0.3ha）のうち、沿岸地域の Barisal, Comilla, Sylhet, Chittagong, 
Noakhali districtに約 60万個が存在している。これに加え、沿岸地域南部および南東部に
おいては 1970年代初めよりエビ養殖も行われている。1980年にはエビ養殖場の総面積は 2
万 ha以下であったが、1995年には約 14万 haとなり、2003-2004年では 20万 ha以上に
達していると推定されている。特に a) Sunderban Region の北部には、広くエビ養殖場が
広がっている。図 18 エビ養殖場にエビ養殖場の分布を示す。 

 
4）  季節労働者の集中 
バングラデシュでは、雇用機会を求めての国内移動（季節労働）が盛んであるiiが、農業

に適した肥沃な土壌を多く持つ沿岸地域においても、農作物の作付け・収穫期（詳細な農業

暦は図 9参照）には、多くの季節労働者が集まる。サイクロン襲来時期（4－5月、10－11
月）はこの農作物の作付け・収穫期と重なっており、この季節労働による一時的な人口増加

がサイクロン被災人口を増大させる原因の一つとなっている。 

                                                 
ii 全国からランダムに抽出した 62村を対象とした調査（Rahman, 1996）では、家族の中に季節労働を行ってい
る者を持つ世帯の割合は、全調査世帯の 20%であった。貧困世帯においては、平均よりも 5%程度その割合が高い
との調査結果もある。 
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図 12 等雨量線図（年間降雨量） 
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表 4 サイクロンリスト（バングラデシュ） 

出典：CRED、Banglapedia（風速のみ） 
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出典：CPP, At a glance (BA_S_18)                

図 13 サイクロン危険地域図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：Cyclonic-surge Resistant Housing in Bangladesh: The Case of Urir Char (BA_S_12)   
図 14 サイクロン危険地域区分 

高度危険地域
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出典：JAHAN ATLAS 

図 15 森林分布 
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出典：JAHAN ATLAS 

図 16 標高 
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出典：JAHAN ATLAS 

図 17 人口密度分布 
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図 18 エビ養殖場 
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2.2  サイクロン被害軽減対策の変遷 
以下に、構造物対策、非構造物対策別に、バングラデシュのサイクロン被害軽減対策につ

いて記す。また、表 5に、主要なサイクロン対策と特に大きな被害を及ぼしたサイクロンに
ついて年代を追って整理したものを示す。 

 
（1）  構造物対策 

1）  防潮堤 
1961年から 1978年にかけて、バングラデシュ政府iiiにより総延長 4,000kmに亘る高潮

対策としての堤防（防潮堤）が建設された。防潮堤は、高潮洪水から陸地を保護することに

よって、農作物収穫量の増加や安定した道路交通を提供し、沿岸地域の全般的な社会経済状

況の向上に寄与することを目的として建設された。防潮堤は、設計基準高iv約 4.5mで補強
のための植林も行われているが、あくまでも高潮洪水対策として建設されたものであるため、

サイクロン高潮や津波対策としての効果はあまり期待できないものとなっている。 
建設された高潮堤はその後の相次ぐサイクロンによって損傷を受け、FAP-C7（サイクロ

ン・プロテクション・プロジェクト）のフェーズ Iで、1991年に海岸沿いの 11ポルダー120km
の復旧工事が行われ、続いて 1996年から 2003年に掛けてのフェーズ IIで、損傷した河川
沿いの 10ポルダー440kmの植林を含めた改修が行われている。（BA_S_19、BA_S_46） 

 
2）  防潮林（マングローブ植林） 
マングローブによる防潮林設置は、上記防潮

堤の保護の役割もあり、防潮堤建設に続いて

1966年に開始された。しかし、マングローブの
植林が行われる一方、独立後の大規模開発の流

れの中で、輸出用材木として、あるいは人口急

増を背景とした燃料用として、マングローブ林

の伐採も進んだ。伐採されたマングローブ林は、

エビ養殖場へと転換された。 
この大規模伐採はサイクロン被害にも大きな

影響を与え、7,500haのマングローブ林が 1985
年以降に一挙にエビ養殖場に転換されたチッタ

ゴンとコックスバザール間の地域においては、

1991年サイクロン時に、それ以前には被害を受
けることの無かった地域を高潮が襲うという現

象が起きた。 

                                                 
iii 1971年にパキスタンより独立し、パキスタンの一部としての東パキスタンから、独立国としてのバングラデシ
ュ人民共和国となる。 
iv 設計基準高の設定根拠は明らかでない。参考として、チッタゴン地区における平常時の大潮の最高潮位は 2.24m
程度であり、20年確率の同地区の暴風津波高は 4.8±1.0mと計算されている。（BA_S_20） 

出典：http://maps.google.co.jp/
沿岸地域のマングローブ林 

チッタゴン

マングローブ林 
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出典：http://www.oisca.org/project/bangla/suzuki.htm
地域住民による植林活動 

このような現状を受け、1991年サイク
ロン後、NGOを中心としたマングロー
ブ植林活動が開始され、現在も進行中で

ある。 
また政府による対策としても、上記

1）で述べたとおり、FAP-C7のフェーズ
IIにおいて植林活動が行われている。 

 
 

3）  サイクロンシェルター 
1960年代にサイクロン被害が相次いだ（1960－1965年の 5年間で 9つのサイクロンが

来襲、5万人死亡）のを受けて、コミュニティセンター（ユニオン事務所）兼サイクロンシ
ェルター2,000棟を建設する計画が立てられ、バングラデシュ政府によりサイクロンシェル
ターの建設が開始された。しかし、財政難のため、1960年代は 132棟のみの建設に留まり、
1970年代には、国際開発協会（IDA）の資金を用いて、バングラデシュ国公共事業局によ
り 238箇所（その内高度危険地域 196箇所）のサイクロンシェルターが建設されたが、中
断された状態にあった。 
その後、1985年のサイクロンを受けて、バングラデシュ赤新月社（BDRCS）を初めとす

るNGOなどにより、主に学校を兼ねたサイクロンシェルターが総計約 400箇所建設された。
また、1991年に史上最大級のサイクロンが来襲し約 14万人の死者が発生したことから、
1991年から 1999年にかけて、国際機関や援助国、NGOなどにより約 1,400箇所のサイク
ロンシェルターが建設され、さらに、2000年から 2004年までに、国際機関、援助国、バン
グラデシュ政府を中心に約 300箇所のサイクロンシェルターが建設済みあるいは建設中で
ある。 

 
出典：http://www.jica.go.jp/activities/jicaaid/project/ban/ban_003.html (BA_S_35) 

図 19  JICA無償資金協力によって建設されたサイクロンシェルター 
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1985年以降においては、上述の通り様々な機関がサイクロンシェルター建設を行ったが、
各機関の共通認識と調整が無いまま建設が行われたため、適切な地域に建設されない、防災

施設として十分機能しない、仕様が異なる等の種々の問題が生じた。よって、1993年に
UNDPと世銀の協力の下、「多目的サイクロンシェルター計画」に関するマスタープラン
が作成され、その後のサイクロンシェルターの建設はこのマスタープランに準拠して行われ

ている。なお、マスタープランでは、2002年を目標年次として、2002年の高度危険地域の
人口約 640万人のうち、適切な避難場所を持たない 425万人を対象とした、1棟当たりの収
容人数を約 1,750人とするサイクロンシェルター約 2,500棟の建設が計画された。 

2002年段階で、1993年時点で新たに必要だった 2,500棟に対するサイクロンシェルター
の既建設数は約 1,300棟となっている。（BA_S_20） 

 
（2）  非構造物対策（予警報、防災教育、避難体制整備） 

1）  サイクロン予警報 
バングラデシュでは、海岸沿いに発生するサイクロン災害や内陸部に発生する河川洪水災

害の軽減を目的として、1970年代から欧米の海外援助を基に予警報システムの導入・拡充
に努めてきた。 
サイクロン予警報のための気象解析は、BMD（気象局）の SWC（気象予警報センター）

が担当しており、SWCは４基の気象レーダーを初めとする国内の観測所からのデータだけ
でなく、インド等からの気象、河川水位データを入手し予報を行っている。各観測データは

電気通信システムを通してダッカにある予警報センターに送られたのち、コンピュータを用

いて集積され解析が行われる。サイクロンの予警報は、この SWCの気象データ解析後、防
災管理・救援省（2003年現在）の責任において、BDMより発令vされる。 
発令された警報は、外洋、外港、内陸港、航空、政府機関、住民、各種漁船に対し、優先

電信、テレファックス、電話、テレプリンター、ラジオ放送、テレビ放送を用いて伝えられ

る。中でもラジオ放送は特に警報伝達に効果をあげている。 
警報は、海洋用で 11種vi、内陸用で 4種に別れ、受け手はサイクロンの規模、移動予定コ

ースだけでなく、地域の危険度や取るべき避難行動のレベルについても知ることができる。 
他方、コミュニティレベルの予警報伝達・及び防災教育を含む災害対策は CPP（Cyclone 

Preparedness Programme、サイクロン防災プログラム）が行っている。CPPはバングラ
デシュ赤新月社を母体とする組織として 1970年代に活動を開始し、政府の防災担当省と共
同で、災害前の準備活動、サイクロン来襲時の警報伝達・避難誘導等全般的な活動を行って

いる。CPPは SWCからの情報を受けた後、ダッカの司令室から独自の HF無線網を用いサ
イクロン地域にある CPP現場事務所に情報を伝え、各事務所は VHF無線、アナウンス、
旗信号、サイレン、肉声によりコミュニティに直接情報を伝達する。 

                                                 
v 注意（Warning）は少なくとも 24時間以上前に、危険（Danger）は少なくとも 18時間以上前に、高危険（Great 
Danger）は少なくとも 10時間以上前に、それぞれ発令される。 
vi No.1-3：注意（Warning）段階（低気圧の状態か、遠方の海上にあり）、No.4：警戒（程度の大きい低気圧）、
No.5-7：危険（Danger）段階（サイクロン（風速 62-88km/h））、No.8-10：高危険（Great Danger）段階（激烈
なサイクロン（風速 89km/h以上））、No.11：通信不能 
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この情報には上述した危険度と避難行動のレベルが含まれているため、住民は伝えられた

情報を基に、避難準備・シェルター避難等段階にあわせた行動を開始することができる。情

報伝達には工夫が見られ、例えば旗信号の場合、住民に分かりやすいよう、旗の数で危険度

を示している。 
CPPの活動の核となっているのが、末端の村落レベルにおける女性 5,500人を含む約

33,000人のボランティアである。彼らは、警報の伝達だけでなく、避難場所確保、避難誘
導、被災者初期援助、救助活動を行っている。ボランティア各人が全ての活動を行うわけで

なく、役割分担（警報伝達専門、避難場所確保専門等）は明確で、その役割毎に個別のトレ

ーニングを受けている。これにより災害時の迅速・適切な活動が可能となり、被害軽減に大

きな効果を上げている。 
以下に CPPの設立までの経緯を示した（BA_S_18）。 
1965年：バングラデシュ赤新月社が、国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC）にサイクロン

警報システム構築のサポートを要求。 
1966年：IFRCとスウェーデン赤十字がサイクロン準備のパイロットプロジェクト（ラ

ジオ、サイレン等の警報機器と民兵への訓練）開始。サイクロン警報システム

が 299箇所で 473人のチームリーダーの協力の下運営開始。 
1970年：1970年のサイクロン後、国連が IFRCに災害準備計画プログラム設立のリーダ

ー役を依頼。IFRCとバングラデシュ赤新月社がプログラム評価と新方針を決定。 
1972年 2月：IFRCとバングラデシュ赤新月社が、新プログラムを牽引。24ウポジラ（郡）

の 204ユニオン（村）での 20,310人のボランティアと 22沿岸局を結ぶトラン
シーバーネットワークを構築。 

1973年 6月：バングラデシュ政府が新プログラムを承認、財政負担を認可。CPPが正式
に活動開始。 

 
2）  防災教育 
サイクロン危険地域においては、上述の CPPが防災教育活動も行っているが、近年では、

政府も防災に関する意識改革施策に力を入れており、防災知識の普及・向上の一環として以

下に示すような取り組みを行っている（BA_S_20）。 
• 1997-2002年のプログラムにおいて、35,000人の地域リーダーへの防災教育の実
施 

• 公務員に対し、年 2時間の防災講習の義務付け 
• 初等学校年長者のカリキュラムに防災教育組み込み 
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表 5 主要なサイクロン対策と大規模な被害を及ぼしたサイクロン 

 
 年 計画 防潮堤、防潮林 サイクロンシェルター 予警報、防災教育 発災年月日

CRED死者
数

CRED影響者
数 サイクロン規模／被害／備考

1942年 1942年10月 61,000 －

1961年
BWDBにより高潮堤防建設始まる（1961-1978）（総延
長4000km、4.5mの堤防とこれを補強するための植
林）。

1961年5月9日 11,000 －

1963年 1963年5月28日 11,500 1,000,000 8万人死亡（At Risk）

1965年5月11日 36,000 10,000,000

1965年6月 12,047 －

1966年 マングローブによる防潮林設置開始。

IFRCとスウェーデン赤十字がサイクロン準備のパイ
ロットプロジェクト（ラジオ、サイレン等の警報機器と民
兵への訓練）開始。1966年よりサイクロン警報システム
が299箇所で473人のチームリーダーの協力の下運営
開始。

1966年10月1日 850 1,500,000

1970年
1970年代に国際開発協会の資金で公共事業局によ
り、238箇所（その内HRA196箇所）のサイクロンシェル
ター建設。

1970年11月12日 300,000 3,648,000

30万人死亡（At Risk）。
風速241km/h。サイクロン高潮6-10m（最大10.6m）。
釣り船被害2万艘。100万頭以上の牛被害。40万軒の家屋と3,500の教育施設
の被害。

1971年

1972年

1973年
1973年6月、バングラデシュ政府が新プログラムを承
認、財政負担を認可。CPP (Cyclone Preparedness
Programme)が正式に活動開始。

1981年 1981年12月11日 1,000 2,000,000

1985年
バングラデシュ政府がStanding Order for cyclonesを
導入。

1985年のサイクロン後（1990年までに）BDRCS、NGO
などにより主に学校兼のシェルターが総計約400箇所
建設。

1985年5月25日 10,000 1,300,000 1万人死亡（At Risk）

1986年
日本の援助により気象レーダーをCox's Bazarに設
置。

1988年
バングラ政府、警報システムの改良に、1985－1988ま
でで300万ドル。

1988年11月29日 1,000 8,568,860

1989年
洪水対策計画（FAP）策定。FAP中で堤防とサイクロン
シェルターの建設計画が提案される。

1991年
FAP-C7（サイクロン・プロテクション・プロジェクト）の
フェーズIで沿岸沿いの11ポルダー120kmを復旧。

1991年から1999年にかけて、各国際機関や援助国、
NGOなどにより約1400箇所のシェルターが建設。

1991年4月29-30日 138,866 15,000,000

中心気圧938mb。最大時で平均風速は260kph、瞬間最大風速は315kph。サイ
クロン風は約8時間継続。高潮高は6m以上（最大8m）、29日深夜から30日早朝
まで継続。水没地域は海岸沿い160kmに及ぶ。
死者138,868人以外に46万人が負傷。病気（一般的感染症、壊疽、下痢、呼吸
器疾患）の蔓延（下痢症状25,850人（うち6,500人死亡））。450万人に影響。
全壊家屋52万2千軒、半壊家屋43万1千軒。牛被害44万頭。樹木被害数十万
本破壊された堤防434km、修復の必要な堤防858km。農作物被害63,000ha
（チッタゴンのみで58,000ha）。えび養殖場被害約16,000ha。民間・政府の全損
失は20億ドル。

1992年 日本の援助により気象レーダーをKhepuparaに設置。

1993年
7月、UNDPと世銀の協力の下、「多目的サイクロン
シェルター計画」に関するマスタープラン作成。

「多目的サイクロンシェルター計画」作成。

1996年
FAP-C7のフェーズIIとして、損傷した河川沿いの10ポ
ルダー440kmを植林含め改修（1996-2003年）。

1997年
バングラデシュ政府がStanding Order for cyclonesを
修正。

1997年度現在で、シェルターの合計数は1,921戸。

日本の援助により気象レーダーをDhaka、Rangpurに
設置。
DMTATF（Disaster Management Training and Public
Awareness Task Force）実施（1997-2002）。

1997年5月18日 111 2,042,738 1985年のサイクロンと同程度の規模であったが死者は127名のみ。

2000年
バングラデシュ政府がStanding Order on Disastersを
導入。

2000年から2004年までに、国際機関、援助国、バング
ラデシュ政府を中心に約300箇所のシェルターが建設
済みあるいは建設中。

2002年
1993年時点で新たに必要だった2500棟に対するサイ
クロンシェルターの既建設数は約1,300棟。

1970年のサイクロン後、国連総会がIFRCに災害準備
計画プログラム設立のリーダー役を依頼。IFRCとバン
グラデシュ赤新月社がプログラム評価と新方針を決
定、1972年2月より新プログラムを牽引。24ウポジラの
204ユニオンでの20310人のボランティアと22沿岸局を
結ぶトランシーバーネットワークからなる。

バングラデシュ赤新月社が、IFRCにサイクロン警報シ
ステム構築のサポートを要求（CPP設立のきっかけ）。

1960年代にサイクロン被害が相次いだ（1960-1965ま
でで、9つのサイクロン。5万人死亡。）のを受けて、コ
ミュニティーセンター（ユニオン事務所）兼サイクロン
シェルター建設開始（2000棟を目標とする建設計
画）。1960年代に132棟のみ建設され財政難で断念。

*死者数一万人以上か影響者100万人以上のもののみ掲載

1965年

サイクロン災害

1万8千人死亡（At Risk）

サイクロン対策
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2.3  1970年および 1991年サイクロン被害分析 
本節では、20世紀にバングラデシュに特に大きな被害を与えた 1970年と 1991年のサイ

クロンについて、犠牲者の死因分析と社会的な背景についての分析を行う。 
下表に上記 2つのサイクロンの概要を記す。 
 

表 6 1970年と 1991年サイクロン概要 

 1970年サイクロン 1991年サイクロン 
期間 11月 12-13日 4月 29-30日（大潮時） 
上陸時間 夜間 深夜 
サイクロン規模 風速 241km/h 

サイクロン高潮高 6-10m（最大
10.6m） 
 

中心気圧 938mb。最大時で平均風速
260km/h、瞬間最大風速 315km/h。
サイクロン風は約 8時間継続。 
高潮高は 6m以上（最大 8m）で、29
日深夜から 30日早朝まで継続。 

被災地域 沿岸地域西部・中央部 沿岸地域中央部・東部（Chittagong, 
Cox's Bazar, Barisal, Bhola, 
Noakhali, Patuakhali, Barguna） 

サイクロン影響地域 
居住人口 

沿岸地域 18,000km2に 6百万人居住 サイクロン高度危険地域 8,093 km2

に 520万人居住 
死亡者数 30-50万人 138,868人 
被災者（影響者）数 数百万のホームレスと貧困者を生む。

350万人に影響。 
46万人の負傷者。 
病気（一般的感染症、壊疽、下痢、呼

吸器疾患）の蔓延（下痢症状 25,850
人（うち 6,500人死亡））。 
450万人（1,500万人:CRED）に影響。

被害規模 釣り船被害 2万艘。100万頭以上の牛
被害。40万件の家屋と 3,500の教育
施設の被害。 

水没地域は海岸沿い 160kmに及ぶ。
全壊家屋 52万 2千軒、半壊家屋 43
万 1千軒。 
牛被害 44万頭。樹木被害数十万本。
破壊された堤防 434km、修復の必要
な堤防 858km。農作物被害 6万 3千
ha（チッタゴンのみで 5万 8千 ha）。
えび養殖場被害約 1万 6千 ha。 
民間・政府の全損失は 20億ドル。 

注：資料によってデータが異なる場合は、一部を除いて最大値を採用した。 
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（1） 1970年サイクロン 

1）  サイクロン概要 
1970年サイクロンでは、図 20 サイクロン移動ルートに示した通り、サイクロンは沿岸

地域の西部からバングラデシュに上陸し、沿岸地域に沿って北東に進み、インドへ抜けてい

る。サイクロン上陸は 11月 12日の夜間であった。 
 

出典：Banglapedia (BA_S_19)   

図 20 サイクロン移動ルート 

 
図 21は、1970年サイクロンによる被害が大きかった都市と、1961年の人口分布（単位

は「人/平方マイル」）を示したものである。大規模被災都市は沿岸地域の中央部に集中し
ていることが分かる。図を見ると、被害の大きかった都市の全てが 1961年における人口密
度が 200/km2以上の地域にあり、人口密度が 600/km2を越える地域内の都市も見受けられ

る。1961年におけるバングラデシュの人口は約 5,500万人（BA_S_22）であり、1974年の
人口が約 7,700万人（BA_S_22）であることを考えると、1970年の被災時の各地の人口は
1961年のそれを大きく上回っていたと推測される。 

1970年 11月 
1991年 4月 

1970年 11月 

1991年 4月
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出典：Tropical Cyclones: Coastal Bangladesh (BA_S_05) 

図 21 1970年サイクロンによる大規模被災都市と 1961年の沿岸地域の人口分布 

 

2） 犠牲者の死因分析 
図 22に 1970年サイクロンにおける被害要因とその関連を示したツリー図を示す。この

図は、脚注7に示す被害要因に係る特記事項を用いて作成したものである。なお、図中の番

号は表中の文献参照番号・特記事項番号に対応している。 
1970年のサイクロンにおける死者数は 30万人であるが、前述したとおり、サイクロンで

の死者はそのほとんどが高潮によるものである。1970年サイクロンによる高潮は高さが（場
所により）6-10mと記録されており、沿岸地域に設置され始めていた基準高 4.5mの防潮堤
で防ぐことは困難であり、死者のほとんどは逃げ遅れた、あるいは逃げなかった人々の、高

潮による圧迫死・溺死、および破壊された構造物による圧迫死・激突死であったと考えられ

る。 
 
 

                                                 
7 収集参考文献より、被害規模、被害原因、災害対策、バングラデシュ国の国・村落レベルの社会特性、バング
ラデシュ国の基礎情報（地理・地形情報、行政、教育、産業、援助状況）という視点で、被害要因に関する特記
事項を抽出した。 

1970 年サイクロンによる被害が大きかった都市
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3） 被災地の社会経済構造・被災者の避難・被害軽減システム 

①  被災地住民・犠牲者が危険地域にいた背景 
サイクロンはほぼ毎年バングラデシュを襲っており、また、被害が大きいものに限っても

隔年で来襲しており、その被害地域は沿岸地域に集中している。しかし、図 23の要因分析
図に示したとおり、そのような災害危険地域であるにも係らず、またその事実を知っている

にもかかわらず、多くの住民は沿岸地域に居住している。これには、特に以下が大きな要素

となっていると考えられる。 
• 農耕（特に米栽培）に適した肥沃な土壌 
• 政府のサイクロン対策（堤防、植林、予警報、サイクロンシェルター）への期待 
• サイクロン被害の後の援助（食糧、義援金、雇用）に対する期待 
• 移住先での生計確保の不安 

沿岸地域では、上流からの肥沃な土壌が流出してできたチャール（洲）が多く、チャール

は農耕に非常に適していること、また、都市域に比べ農村部は識字率に代表される教育レベ

ルが低いが、教育レベルの低い者ほど移住先での生計確保の不安があること、等により、多

くの住民は移住を望んでいない。コミュニティの結びつきや、地主・小作という社会的な制

約も見られるが、多くは災害リスクよりも日々の生活を重視し、自発的にその地に居住して

いるといえる。この選択に際しては、政府へのサイクロン対策に期待し、いずれは被害が及

びづらい地域になるだろうという楽観的な予測、および被害後の援助に対する期待も強く影

響している。 
また、前述したとおり、沿岸地域には農耕に適した肥沃な地域が多いため、作付け時・収

穫期には、地域外から多くの季節労働者が集まる。1970年サイクロンが来襲した 11月は収
穫期にあたり、多くの季節労働者が集まり屋外で生活していた。彼らは短期居住者であるが

ゆえにコミュニティに属しておらず、警報等が届きづらいだけでなく、避難場所に対する知

識を持たなかったと推測され、このような季節労働者の存在が、被害をさらに大きくしたと

考えられる。 
 
②  整備されていた対策 

1970年当時は、1960年代から開始された防潮堤の整備が進んでいたものの、防潮堤の設
計基準 4.5mに対して 1970年サイクロンの高潮高は 6m以上、最大 10.6mであり、防潮堤
ではこのような甚大なサイクロン高潮を防ぐことは困難であった。バングラデシュのサイク

ロン災害については、その災害外力があまりにも大きいため、構造物対策は困難であり、死

者を減らす方策は安全な場所への避難のみであるといえる。しかし、1965年より徐々に予
警報伝達システム構築の準備は進んでいたものの、バングラデシュ赤新月社を中心とした予

警報伝達システムを含むサイクロン防災プログラムが本格的に開始されるのは 1972年から
であり、1970年サイクロン時にも政府はラジオ等を通じて警報を発していたようであるが、
ラジオ局が上陸時の夜間に活動していない、住民全てがラジオを保有しているわけではなく

政府の警報を住民に伝えるシステムがない等、1970年当時は予警報伝達の基本的なシステ
ムが不十分であった。また避難先としてのサイクロンシェルターの整備についても、沿岸地
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域全体でサイクロンシェルター数は 132棟のみであり、危険地域の人口に対してサイクロン
シェルターの数があまりにも少なかったといえる。住民の避難に対する意識の問題も在るに

せよ、ある地域のデータでは、生存者の 38%が家屋近くの樹木上に避難して助かり、8%が
堤防上に避難して助かっているのに対し、サイクロンシェルターへ避難して助かったものは

5%に過ぎなかった。 
以上より、1970年当時、サイクロンに対する対策は非常に不十分な状態であったといえ

る。 
 
③  避難に対する住民意識 
被害が多くなった大きな原因の一つに、住民の避難への意識がある。多くの住民が災害の

危険性を認識しながら避難をしていない。図 23の要因分析図に示したとおり、これには、
以下の要素が関係していると考えられる。 

• 家財の盗難の恐れ 
• 家畜被害の恐れ 
• 宗教的な背景 
• 大家族であるゆえの避難時の家族離散の恐れ 
• 通常の高潮対策用として政府が構築した防潮堤が、かえって住民に安心感を芽生

えさせたこと 
• シェルターを利用することによって生じる使用料（違法行為であり、全てのシェ

ルターでこれが行われているわけではない） 
上記の中でも、避難を妨げる特に大きな要素は、家財の盗難の恐れ、家畜被害の恐れ、お

よび宗教的背景である。 
家財の盗難の恐れについては、社会的安全性の低さが根本的な原因であるが、住民の意識

として、貧困であるがゆえに、盗難等によって現在よりさらにひどい貧困状態に陥ることへ

の恐れ、所得が限られている中での家財に対する強い執着等が見られる。さらに物理的安全

性として、住民の多くは脆弱な家屋に住んでおり、これは災害外力に対して脆弱なだけでな

く、犯罪に対する脆弱性にもつながっていると考えられる。 
住民にとって家畜は貴重な財産であることも避難を拒む大きな要因である。堤防上などの

高台への避難であれば、スペースさえあれば家畜を伴うことが可能であるが、家畜の避難ス

ペースのないシェルターでは家畜を連れて逃げることは出来ない。38%が樹上に登り生き残
ったとのデータを示したが、現地では家屋防御・あるいは避難先として家屋周辺に樹木を育

てており、この事実は彼らがぎりぎりまで避難せず、盗難防止・家畜保護のため家屋に残っ

ていた結果であると読み替えることもできる。 
宗教的な背景により住民が避難をしない理由としては、サイクロンは神の与えた試練であ

り受け入れざるを得ないものであるという認識（「災害の容認」）、あるいはムスリムの教

えにより女性の外出が制約されていることに起因する女性の避難の悪さが挙げられる。 
予警報の整備・シェルターの整備などの避難対策の未整備だけでなく、これら住民の避難

への否定的な意識が、被害を拡大させたといえる。 
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④  行政に対して期待されていた事項 
行政に対して期待されていた事項として資料から読み取れるものとしては、以下が挙げら

れる。 
• サイクロン予警報 
• 防潮堤・植林等のサイクロン高潮対策 
• 家畜避難用のキラ（高台）を備えたサイクロンシェルター建設 
• 被災後の援助 
• 避難時・避難後の治安の確保 
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図 22 まとめ図（1970年サイクロン） 

 



 

 39

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 23 要因分析図（1970年サイクロン） 
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（2） 1991年サイクロン 

1）  サイクロン概要 
1991年サイクロンでは、図 20および図 24に示した通り、サイクロンはバングラデシュ

の東部沿岸地域（チッタゴン）に上陸した後、北東に進みインドへ抜けている。サイクロン

が上陸したのは 4月 29日の深夜であり、中心部のチッタゴン上陸は 4月 29日の 22:00
（GMT）であった。 

 
出典：Vulnerability to Tropical Cyclones: Evidence from the April 1991 Cyclone to Coastal Bangladesh 

(BA_S_02) 

図 24 1991年サイクロン移動ルート及び通過時間 

 
図 25に、被災地域を示す。赤色の部分が最も被害が大きかった地域を示している。サイ

クロンは沿岸地域東部を通過したが、大規模被害地域は沿岸地域中央部にも広がっているこ

とが分かる。被害地域の 1991年時の正確な人口は不明であるが、1992年の高度危険地域
8,093km2は 520万人であり、被災地域は、高度危険地域の西部沿岸地域は含んでいないが、
東側については高度危険地域を含みさらに外側（陸側）に広く膨らんでいること、また西部

沿岸地域は人口密度の低い地域であることを考え合わせると、大規模被害地域には 500万人
以上が居住していたと考えられる。 
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図 25 1991年サイクロン被害地域 

 
2）  犠牲者の死因分析 
図 26に 1991年サイクロンにおける被害要因とその関連を示したツリー図を示す。この

図は、被害要因に係る特記事項から 1991年のサイクロンに関するものを抜き出して作成し
たものである。 

1991年のサイクロンにおける死者数は約 14万人である。1970年のサイクロンと同様に
このほとんどは高潮による圧迫死・溺死等の直接死であると考えられる。1991年サイクロ
ンでは、記録によれば、6m以上の高潮が 29日深夜から 30日早朝まで継続し最大高さは 8m
に及んでいる。また、風速は過去最大で、最大平均風速は 260km/h、瞬間最大風速は 315km/h
と記録されており、高潮や破壊された構造物による圧迫死以外にも、強風によって飛散した

物体による死者も多かった可能性が高い。 
また、1991年サイクロンでは、サイクロン襲来後の被災地域において、一般的感染症や、

壊疽、下痢、呼吸器疾患等の疾患が蔓延し、5月半ばの時点で、下痢だけでも 6,500人が死
亡している（BA_S_10）。記録からは明確には読み取れないものの、疾患による死者数は上
記 14万人には含まれていないと考えられ、サイクロンの直接の外力による死者以外にも、
間接的な被害者も少なくなかったことが分かる。 

1970 年サイクロンによる
被害が大きかった都市

1991 年サイクロンによる被害地域 

災害影響地域（被害大）

災害影響地域 

災害影響地域（被害小）
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3） 被災地の社会経済構造・被災者の避難・被害軽減システム 

①  被災地住民・犠牲者が危険地域にいた背景 
図 26の要因分析図に示したとおり、1991年においても、被災地住民・犠牲者が危険地域

にいた背景は 1970年サイクロン時と大きな違いは無い。人口増加を背景に、かえって被災
地域の住民の人口・人口密度は 1970年に比べて増加していたと考えられる。 
また、1991年サイクロンは 4月 29-30日に来襲しているが、4月･5月は米の作付け・収

穫期に当たるため、1970年と同様に、多くの季節労働者が被災地域に存在していたと考え
られる。 

 
②  整備されていた対策 

1991年では、1960年代から開始された防潮堤の整備総延長 4,000kmが終了している。
しかし、1970年時点と同じく、防潮堤の設計基準は 4.5mであり、最大 8mに達した 1991
年のサイクロン高潮に対しての効果は薄かった。また、高潮に対して自然の堤防の役割を果

たしていたマングローブ林に至っては、東部沿岸地域のチッタゴンとコックスバザール間に

おいて、1985年以降に 7,500haがエビ養殖場に転換されており、これによって従来被害を
受けることのなかった内陸部の集落が被害を受ける等、人的要因による高潮対策退行も見ら

れる。 
しかし、1972年より本格的に開始された住民への予警報伝達システムを含むサイクロン

防災プログラムは進展を見せ、住民の予警報受信率はある地域の調査では 100%（ただし生
存者に対する調査での数字）であり、また 1986年には日本の援助により気象レーダーも設
置され、サイクロン予警報については格段の進歩が見られる。また、サイクロンシェルター

についても合計約 770棟がサイクロン危険地域に設置されており、危険地域の住民全てに対
してははるかに不十分ではあるものの、避難施設についても 1970年に比べ整備が進んでい
たといえる。 

 
③  避難に対する住民意識 

1970年サイクロンで被害を大きくした原因の大きなものは避難に対する住民意識であっ
た。サイクロンシェルターへの 35万人の避難が行われる等、1991年では改善が見られるも
のの、根本的な要素は以下の通りで 1970年との間で大きな変化は見られず、災害の危険性
を認識しながら避難をしていない多くの住民が存在する。 

• 家財の盗難の恐れ 
• 家畜被害の恐れ 
• 宗教的な背景 
• 大家族であるゆえの避難時の家族離散の恐れ 
• シェルターを利用することによって生じる使用料 
• 警報への不信感 

1970年時と比べて大きく異なっているのは、警報への不信感である。これは、過去に警
報が出されたものの自分たちの居住地域にサイクロンが来襲しなかったことが重なったこ
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とによって生じたものである。予警報伝達システムの整備に加え、根幹となる予警報自体の

精度の向上が必要不可欠であるといえる。 
 
④  行政に対して期待されていた事項 
行政に対して期待されていた事項として資料から読み取れるものとしては、以下が挙げら

れる。 
• 精度の高いサイクロン予警報 
• 家畜避難用のキラ（高台）を備えたサイクロンシェルター建設 
• 被災後の援助 
• 避難時・避難後の治安の確保 
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図 26 まとめ図（1991年サイクロン） 
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図 27 要因分析図（1991年サイクロン） 
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（3） サイクロン被害要因と被害軽減対策の変遷および被害軽減対策効果 
1970年、1991年サイクロンの被害分析で示したとおり、1970年と 1991年でその被害要

因に大きな変化はない。しかし、危険地域の居住人口が増加しており、また 1991年サイク
ロンは過去最大規模であったと言われており、さらに図 25に示した通り被災地域は 1991
年サイクロンの方が広範囲に亘っているにも係らず、1970年サイクロンの死者が 30万人で
あったのに対し、1991年では 14万人と大幅に減少している。 
図 28は、サイクロン被害とサイクロン被害軽減対策の変遷を模式的に示したものである。

1991年では、1970年に比べ避難先としてのサイクロンシェルターの整備が進み、また住民
への予警報伝達体制の整備や住民への教育など、ソフト対策も充実してきていたことが分か

る。また、1985年、1997年にも比較的大規模なサイクロンがバングラデシュを襲っており、
この二つのサイクロンはほぼ同程度であった8との評価を受けている（BA_S_15）が、1985
年サイクロンにおける死者が 1万人であったのに対し、1997年では死者は約 100人に過ぎ
ない。これについては、以下に示す項目が特に大きな理由であったとの分析（BA_S_15）が
なされている。 

1） 中央政府や地方政府、バングラデシュ赤新月社や NGO などによる意識改革プログ
ラムの実施により、災害への準備の意識が出来ていた 

2） ラジオやテレビ、新聞による予報の周知により、避難する時間が十分にあった 
3） 地方政府による災害時の活動が遅れず適切に実施された 
4） ボランティアが住民の避難を助ける親身な活動を行った 
5） サイクロンが昼間の引き潮時に来襲した 

1991年サイクロン被害を受けて沿岸地域ではサイクロンシェルター整備が加速9し、この

効果も大きいと考えられるが、1997年のサイクロン時にはサイクロン来襲前に 100万人が
サイクロンシェルターへの避難を果たしたとの記録もあり、上記に示した通り、CPPを中
心として連綿と続けられてきた防災教育が実を結び、住民の避難に対する意識・防災教育へ

の取り組みの姿勢が大きく変化したことが最も大きな要素であったことは想像に難くない。

また、1991年サイクロン後に NGOによって開始された沿岸部へのマングローブ植林も、
少なからず効果を発揮したと考えられる。 
災害被害軽減のためには、構造物対策と非構造物対策がバランスよく継続的に進められて

いくことが必須であり、ことバングラデシュのサイクロン被害軽減対策については、この両

輪が適切にかみ合って進められてきているといえる。 

                                                 
8 1985年サイクロン: 風速 154km/h（チッタゴン）、高潮高 4.3m。1997年サイクロン: 風速 225km/h、高潮高
3.05m。 
9 1993年マスタープランでは、シェルター1棟当たりの収容人数を 1,750人としている。全てのシェルターがこ
の規模を持っているとは限らないが、仮にこの値を用いると 1000棟のシェルターで 175万人が収用可能となる。 
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図 28 サイクロン被害と被害軽減対策の変遷 

 
（4）  サイクロン被害軽減のための今後の課題および方策 
バングラデシュのサイクロン対策は、構造物対策と非構造物対策がバランスよく継続的に

進められており、特に死者数減少という面での効果は確実に上がってきているが、決して十

分であるとはいえない。今後より効果的なサイクロンに対する被害軽減対策を推し進めるた

めに、以下に示すような検討・方策の実施が考えられる。 
 
1）  季節労働者に対する被害軽減対策 

1970年サイクロンでは、季節労働者の被害が大きかったことが記録されている。その
犠牲者数は明らかではないが、屋外で生活をし、短期居住者でありコミュニティに属して

いないため、警報等が届きづらく、避難場所に対する知識も持たなかったであろう彼らの

被災時の死亡率は、定住住民と比べて極めて高かったと考えられる。1991年サイクロン
では、このような季節労働者の被害については大きく扱われていないが、本節の注釈 iiに
示したとおり、バングラデシュでは現在でも季節労働は一般的に行われているものであり、

1991年サイクロン時も季節労働者の被災者数は相当なものであったと考えられる。 
CPPの予警報伝達活動が季節労働者をも対象としているのかは明らかではないが、その

地に定住しコミュニティに属する住民と比べた際の、彼ら季節労働者の内在する災害脆弱

性の高さは、現在においても変わりは無いと考えられる。バングラデシュにおいては季節

労働が世帯の重要な収入源の一つである現実を踏まえ、より災害に対して脆弱とならざる
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を得ない季節労働者への方策の検討を、その実態把握を手始めとして進める必要があると

考える。 
 

2）  効果的な支援実施のための被災者層と被災内容の特定 
今回調査で収集した文献からは、全体の被害規模は判明したものの（例えば、「死者○

○人、全壊家屋△軒、家畜被害××頭」等）、詳細な被害の内訳、つまり被害地域のどの

層が特に被害を受けており、その被災内容がどの程度であるのか（例えば、「被害者は、

収入が○○である層が×割、彼らは平均○○頭保有する家畜の××割を失う」等）、また

前述した季節労働者の犠牲者は何名程度であったのか、等は明らかにならなかった。数十

年前あるいは十数年前の災害であることがその理由の一つであるかもしれないが、今まで

はこのような統計が十分に行われてきていなかった可能性もある。 
地域全体の災害抵抗力を高めるため、効果的で有用な支援・被害軽減対策を実施するた

めには、より脆弱で被災時の被害の大きい層・事物をターゲットとして支援を集中するこ

とが肝要である。そのためには、まずは被災地域の詳細な過去の被害分析とターゲットの

絞込みが必要であり、今後はこのような被害者層と被害内容の特定という視点からの調

査・検討を行うことが重要であると考える。 
 

3）  財産被害軽減対策（被災後の貧困の悪循環を断ち切るための対策） 
CPPによる活動は、災害時の死者数の減少を第一の目標としているようであり、種々の

サイクロン被害軽減対策と併せ、その効果ははっきりと見られ、サイクロン来襲時の死者は

明らかに減少してきている。しかし、災害の外力そのものを減じさせる対策、被災者の財産

を保護するための対策は現時点ではまだまだ不十分な状態にある。例を挙げれば、1993年
に制定された「多目的サイクロンシェルター計画」に関するマスタープランで定められてい

る、サイクロンシェルターに併設されるべき、家畜等の保護のための高潮水位よりも高い盛

土（キラ）の未整備建設が不十分であること、また、住民の避難意識の妨げとなる、避難時

の盗難の恐れを解消するような治安確保への施策が十分でないこと、等である。被災による

財産へのダメージは、被災地域・住民の体力を奪い、復興を著しく弱めるものであり、ひい

ては次の災害時への準備を困難にし、地域の災害脆弱性を高めてしまう。このような被災後

の貧困の悪循環を断ち切るために、支援の次のステップとして、被災者の災害に対する抵抗

力を高めるために必要な支援について、上記の被害層・被害内容の調査と併せ検討していく

必要があると考える。 
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3. バングラデシュの洪水災害 

3.1  洪水災害概要 

（1）  洪水時期・頻度 
バングラデシュはガンジス、ブラマプトラ、メグナの3つの大河の河口部分に位置し、そ

の国土の80％がこれら3大河の氾濫域からなるデルタ地帯である。同国においては、年間降
水量（平均2,200mm）の80％以上が5月から10月の雨季に集中し、また、時を同じくして国
内の降雨量の4倍強の水が3大河を通じて流れ込んで来る。このため、各河川のピーク流量と
降雨状況が重なることにより、毎年のように洪水にみまわれる洪水常襲地域として知られて

いる。 

 

 

図 29 バングラデシュ国と関連流域 

 
通常年においては、洪水は 4～5月頃から東北部の低平地（ハオール地域）から始まり、

雨季のピークである 7月から 8月に国土の約 2割程度が冠水する。これらの洪水はベンガル
語でボルシャ（Barsha）と表現され、ほぼ毎年発生する。ボルシャによる被害は少なく、
雨季後の農業生産や漁業資源の生育に重要な役割を果たすとともに、逆に洪水がない年にお

いては乾季において農作物の収量が低下する。一方、通常年の洪水よりも規模が大きく、農

作物をはじめ財産や人命に被害をもたらす洪水はボンナ（Banna）とよばれ、通常年の無害
流量の洪水とは区別される。 
バングラデシュにおける洪水は 1）河川の増水によるもの、2）強度の降雨と排水不良に

よるもの、3）山間地における鉄砲水型のもの、4）高潮由来のもの、とに大別できる。この
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中でも、より広範囲に影響を及ぼすのは河川の増水によるものであり、降雨の集中と相まっ

てボンナの年には国土の 3分の 1から半分以上を冠水させる。バングラデシュにおいてここ
数十年間、浸水面積が国土の 30％を超える大規模な洪水は 1974年、1987・1988年、1998
年と、およそ 10年のスパンで起こっており（表 7参照）、1998年の洪水に至っては実に国
土の 68％が冠水している。 

 

図 30 バングラデシュにおける洪水危険地域 
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表 7 洪水リスト（バングラデシュ） 

No. 年 浸水面積 
(%)1) 

洪水の 
始まった月

2) 

被害額 
（百万タ
カ）3) 

死者2), 3) 負傷者2) ホームレス化 
した人数2) 影響人数2) 

1 1970 42.640 (29.6) 7  0 0 0 10,000,000 
2 1971 36,475 (25.3) -  - - - - 
3 1972 20,800 (14.4) 6  50 0 0 0 
4 1973 29,900 (20.8) 3, 8  427 0 0 0 
5 1974 52,720 (36.6) 7 28,490 28,700 0 2,000,000 38,000,000 
6 1975 16,590 (11.5) -  - - - - 
7 1976 28,418 (19.7) 6  168 0 0 4,000,000 
8 1977 12,548 (8.7) 9, 10  13 0 0 213,650 
9 1978 10,832 (7.5) 8  17 0 0 400,000 

10 1979 - -  - - - - 
11 1980 33,077 (23.0) 8  655 0 0 10,000,000 
12 1981 - -  - - - - 
13 1982 3,149 (2.2) 9  0 0 25,000 308,000 
14 1983 11,112 (7.7) 4, 7, 8, 9  245 0 100,000 7,160,000 
15 1984 28,314 (19.7) 5 4,500 1,200 0 0 30,000,000 
16 1985 11,427 (7.9) 6, 7  34 0 0 500,000 
17 1986 4,589 (3.2) 8  30 0 300,000 400,000 
18 1987 57,491 (39.9) 7, 8 35,000 2,680 0 0 29,700,000 
19 1988 120,973 (84.0) 7, 8 100,000 2,440 0 28,000,000 73,000,000 
20 1989 9,000 (6.2) 8  180 0 0 200,000 
21 1990  3, 7  231 1,600 0 2,011,600 
22 1991  5, 7, 9  300 0 200,000 3,990,000 
23 1992  4, 6, 7  15 200 75,000 75,200 
24 1993  6, 7, 8  194 20 75,000 15,751,613 
25 1994  4, 5, 6, 8  116 0 70,000 395,100 
26 1995  5, 6, 9  700 0 510,000 21,117,331 
27 1996  7  33 0 500,000 6,163,319 
28 1997  7  79 30 100,000 900,030 
29 1998 100,000（68） 7 100,000 1,000 50 0 15,000,050 
30 1999  7, 8  48 70 20,000 441,320 
31 2000  -  - - - - 
32 2001  6, 8  9 0 0 700,000 
33 2002  7  10 0 0 1,500,000 
出典：1)Bangladesh Compendium of Environmental Statistics (BBS,1999),  2)CRED, 3)バングラ
デシュの洪水害(岡, 2004)、 
注：死者数については出典2)および3)のうち数の大きい方を記載した。 
 黄色い欄は浸水面積30％以上 
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（2） バングラデシュでの洪水被害の特徴 
一部のインドとの国境地帯で起きる鉄砲水型の洪水を除くと、バングラデシュにおける洪

水は総じて徐々にその水位を変化させるものであり、瞬間的に多くの命を奪う性質のもので

はない。水位は通常7月頃から1ヶ月で数メートルの速度で上昇し、氾濫源に広がっていく。
洪水期間は、ここ 50年の間に見られた顕著なもので 15～45日程度であると言われており
（WMO/GWP, 2003）、この間、直接的、間接的な影響で住民の生活を阻害する。 

 

 

図 31 バングラデシュの河川における水位変化の例 

 

1）  人命への被害 
図 32に 1970年から 2000年までの間の洪水規模（浸水面積）と死亡者数の関係を示す。

1974年の洪水においては 28,490人という大きな数の人命が失われているが、この大部分が
洪水をきっかけとした飢餓によるものであるとされている。1974年以外においても 1987
年に 2,680人、1988年に 2,440人、1998年に 1,000人と比較的大きな数の死者が出ている
が、国土の 1/3から 2/3が湛水するという洪水の規模からみると、沿岸部の一部の地域で一
度に数万人の死者を出しているサイクロンなどに比べて必ずしも甚大な被害とは言えない。

一方、影響人数（表 7参照）についてみると、大規模な洪水では数千万人が被災しており、
バングラデシュにおける洪水の特徴としては、人命への直接的は影響よりもむしろ、広い範

囲で衛生環境や財産など、人々の生活への影響を及ぼしているものであることが伺われる。 
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図 32 洪水規模（浸水面積）と死亡者数の関係 

 

2）  農作物への被害 
バングラデシュにおいて主食である米は三期作で作られており、それぞれ、ボロ稲（乾季：

12月～5月）、アウス稲（洪水前：4月～7月）およびアマン稲（洪水後：7月～12月）と
呼ばれている。これらの稲の栽培は同国の洪水パターンに一致する形で行われており、通常

４月～6月に増水する前にボロ稲、アウス稲の収穫が行われ、8月以降に水が引き始めると
ともにアマン稲の植え付けが行われる。一方で、通常よりも早いペースで洪水が発生したり、

大規模な洪水の発生により排水が遅延したりした場合には適切な時期に収穫・植え付けが行

えず、米の生産が被害を受けることになる。 
一方、洪水の発生年と米の生産量を見てみると大規模な洪水の翌年の米（ボロ稲）の生産

量が大きくなるということも報告されている。これは、洪水による土壌中への水分の供給や

洪水時に運ばれてくる藻類による土壌肥沃度の増加によるものであると考えられている。し

かしながら、これは国全体での収支について見たものであり、洪水被害を受けた人々が洪水

以前の状況に復帰できるという性質のものではないことに注意する必要がある。 
また、1980年代にバングラデシュで起こった緑の革命は、高収量品種（HYV）稲と地下

水灌漑の導入により特にボロ稲の生産を向上させたものであるが、一方で、それまでは不可

欠ではなかった肥料やポンプの稼働費、種子の購入費用など、現金による投資を生産サイク

ルに組み込むものであった。ある調査では、農民はアマン稲の販売により得た収入をボロ稲

用の投入材（肥料、農薬等）購入に充て、ボロ稲を自家消費用とするとともに、販売収益を

他の作物のための投入材購入に充てるというサイクルで農業生産を行っていると報告して

おり（JICA、2005）、洪水によるアマン稲への打撃は大きな影響を持つ。 
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図 33 バングラデシュにおける農業暦 
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3） 雇用機会の喪失 
バングラデシュにおいては、労働人口の多くが農業労働に従事しており、特に自己の農地

での生産だけでは生計が立てられない小規模農家や土地を持たない小作農家は農業労働に

よる収入に依存している。洪水は農作物の生産量への直接的な影響だけではなく、農作物の

植え付け、収穫等に要する労働力を減少させ、農業労働者の雇用の機会を低下させる。1984
年に起こった洪水においては農作物への打撃により 2千 5百万人・日の雇用機会が減少した
との報告もある（Clay、1985）。この他、洪水による交通や経済活動の阻害により農業以外
の就労機会の減少も考えられ、バングラデシュにおける洪水が住民の生計を圧迫している状

況が伺える。 
 

4）  洪水による貧困の悪化 
上記 2）、3）に加え、家屋を含む財産の損壊・流失に対して被災者は家屋等の財産の復旧、

生計の維持のための費用を捻出する必要に迫られるが、十分な貯蓄を持たない貧困層はこれ

に借金等より対応することになる（Ninno et al.、2001）。また、洪水中に家畜の飼料を十分
に確保できない恐れがある場合は、リスクを回避するために洪水の前に家畜を売却する等の

対策が執られるが、買い手市場となるため本来の価値よりも低い価格での取引となる（Clay、
1985、Sarker、2003）。一方、裕福層は自己の貯蓄等のバッファーを有しており洪水被害に
対応できるとともに、市場価格の低下により土地や家畜等の財産を通常よりも安価で手にし

たり、金銭を貸して利益を得る機会を得られる可能性もある。このような状況の下、バング

ラデシュでは洪水は財産の配分の偏重を加速し、貧困格差を拡大させる方向に作用するとと

もに、貧困層をより一層、洪水に脆弱な状況に追いやるものととらえられる。 
さらに、河川沿いに発達し洪水被害が頻発する Char地域では有力者が、洪水時の貧困層

を救済することにより封建的な搾取体制を構築しているケースも報告されている（Zamman、
1991）。 

 

5）  その他の物理的被害 
その他、洪水による物理的な被害として公共施設・私有財産の損壊，表層土の流亡，土砂

の堆積に伴う通水断面の減少，河岸侵食，氾濫水による衛生・生活環境の悪化などが挙げら

れる。 
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（3） 洪水被害地域の特徴 
バングラデシュの 80％はガンジス、ブラマプトラ、メグナの 3つの大河川の氾濫源から

なっており、国土の半分が海抜 7ｍ以下にある洪水多発国である。図 34および表 8には洪
水時の湛水深に基づく土地区分である Inundation Land Typeの分布とその割合を示す。5
つの土地区分のうち High Landを除く 4つは通常の洪水でも湛水する。図 34に示される
Medium High Land 2（通常の洪水で 30-90cm湛水）までの土地区分は東部の山岳地域と
北西部の一部を除く地域に広く分布しているが、通常よりも大きな規模の洪水が発生した場

合、当然図に示される範囲よりも多くの地域が湛水するものであり、バングラデシュにおけ

る洪水が全国的な事象であることがわかる。 

表 8 各 Inundation Land Typeの分布割合 

出典：FAOウェブサイト 
土地区分 通常洪水時の湛水深 区分の割合（％） 

Very Low Land 300cm以上 1 
Low Land 180 – 300cm 8 
Medium Lowland 90 – 180cm 12 
Medium High Land（1+2） 0-90cm 35 
Highland 湛水しない 29 

 

一方、河川沿いや河口部に形成される Char地域は、浸食による土地の喪失という面にお
いて、他の被害地域と一線を画している。1993年の時点で約 63万人が Charで生活してい
る。ブラマプトラ河において 6年以上安定している Charは全体の 60％、27年以上のもの
はわずか 2.2％であることが報告されている。1972年には新たに生じた Charを貧困層に再
配分するため所有権を政府に持たせる法律が制定されているが、実際の土地分配は地域の有

力者に好意的に行われ、貧困層によるこれらの土地へのアクセスは困難であるとされている。

Charに居住する人々は浸食により土地を失うと新たな Charへ移る以外に選択肢はほとん
どない一方で、地域の有力者により占有される Charへの移住は封建的な搾取的状況を生ん
でいる（Sarker、2003）。上記の背景のもと、Char地域は全国的な事象である洪水に対し
てより脆弱な地域であると認識できる。 
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図 34 洪水時の湛水深に基づく区分（Inundation Land Type）の分布 
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3.2  洪水被害軽減対策の変遷 

（1）  構造物対策 
1964年に策定された水基本計画以来、バングラデシュは大規模構造物による洪水の制御

を中心においた洪水対策を実施してきた。バングラデシュにおいては過去数十年にわたって

洪水防御・排水改善事業のもと、多くの堤防施設が建設されている。1980年以前にはバン
グラデシュ水開発公団（BWDB、71年の独立前は東パキスタン水電力開発公社）により既
に約 4,000kmの堤防が、80年代には約 2,000kmが整備されており、主要河川沿いに見ら
れる堤防は既に概ね整備されていた。現在、整備されている堤防の総延長は 9,143kmとさ
れている（図 35、図 36）。 
一方、堤防の設計・維持管理は必ずしも適切に行われておらず、流路変更による土砂堆積

からくる周辺地域の排水不良（Banglapedia）や決壊による洪水被害の拡大に寄与してきた
（Elahi、1969、Brammer、1992他）。Chowdhury（1992）はその寄稿の中で、バングラ
デシュにおける社会経済的な制限を鑑みると、堤防が決壊しないことを保証することは不可

能であることを指摘し、このような状況で堤防に依存した洪水対策事業を継続することは、

更なる被害の増加につながりかねないと危惧している。 
堤防の建設にあたっては地域住民の意見やニーズがくみ取られることはなく、また、住民

の十分な理解が得られないまま建設された堤防が住民の手によって切り崩されるパブリッ

クカットも見られている（内田、2003）。 
その後、UNDPと世界銀行の主導のもと策定された洪水行動計画（Flood Action Plan: 

FAP）は当初、従来の構造物偏重型の傾向を示していたが、議論の過程において、洪水対策
への住民参加が注目され、洪水対策事業の運営への住民参加に関するガイドラインが策定さ

れるに至っている。大規模な堤防建設計画から洪水に対する住民意識調査まで幅広く対象と

した FAPはバングラデシュの洪水対策製作が洪水防御から洪水との共生（Living with 
Floods）へとシフトしていく契機となった一方、その計画自体は多くの批判の対象となった。
この理由としては、FAPを構成する 26のコンポーネントのうち洪水との共生を模索するも
のが 2つだけであり結局多くが構造物主体のものであったことや、構造物対策の計画策定に
あたって下流部への水文学的な検討が十分にされていなかったこと等が挙げられるが、この

背後には大規模構造物による対策を主張するフランス・UNDPと洪水との共生を主張する
アメリカ合衆国とのドナー同士の意向の食い違いがあった。FAPは最終的に 1995年に最終
報告書をまとめているが、現在、2つのパイロットプロジェクトを除いてその本格的な実施
は進んでいない。 
現在、バングラデシュでは大規模構造物による洪水対策とは別に小規模な堤防建設を含む

小規模水資源開発事業が実施されている。小規模事業は BWDBと別機関である地方行政技
術局（LGED）により 1995年より実施されており、2004年までに合計 16万 haを対象に
約 300件の事業が実施されている。同事業においては計画策定段階からの住民参加がより協
調されているとともに、完全な洪水防御は目指していない。 
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バングラデシュにおいては 2000年に洪水対策を含む水資源開発の最上位計画である国家
水政策が策定されており、現在、構造物対策は思想としての「洪水との共生」から実施への

過渡期にあると考えられる。 

 

図 35 郡ごとにみた構造物対策によってカバーされている地域の割合 
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図 36 既存の堤防 
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（2） 非構造物対策 

1）  洪水予警報 
洪水予警報については 1960年代後半から整備が始まり、1972年には水資源開発公団

（BWDB）の下に、洪水予警報センター（FFWC）を設立、10ヶ所のリアルタイム・モニ
タリングステーションをもとに洪水警報を行っている。しかし、1988年洪水では FFWCの
システムが十分に機能せず、FFWCの改善・強化の必要性が認識され、その近代化に着手
した。 
バングラデシュにおける洪水予警報システム整備はデンマーク（DANIDA／DHI）の支

援により整備されており、主な支援内容は以下の通りである。 
• 1986年以来、水資源の効果的制御・利用を目的に、DHIが開発したMIKE11に
より全国レベルの表流水モデル化プログラム（SWSMP）を推進、 

• 1991～1995年 Flood Action Plan FAP10（Expansion of Flood Forecasting and 
Warning Services）の実施、 

• 1992 年以降、MIKE11 による全国河川のモデリングに着手し、リアルタイム・
モニタリングステーションを 10から 16ヶ所に拡大、 

• 1995～1999年、MIKE11 GISを導入、リアルタイム・モニタリングステーショ
ンを 30ヶ所に拡大した。 

1998年の大洪水では、BWDB／FFWCが進めている洪水予警報システムの検証の機会と
なり、FFWCの洪水モニタリングモデルおよび日々の洪水情報（Daily Flood Bulletin）は
中央政府、国際機関、ニューズメディアに高く評価された。一方、洪水情報は住民には伝わ

らず、現在の洪水予警報システムが国民・住民のニーズを満足していないことも明らかにな

り、2000年以降、その改善に着手しており、DANIDA／DHIの協力による予警報サービス
強化 5ヶ年計画（2000～2004年）を実施しているほか、日本からも予警報に係る通信シス
テムの改善に関する支援が実施されている。 

1972年の洪水予警報センター設立以来、洪水予警報に関する技術的な側面は着実に改善
されている一方、現時点においても末端の住民に対する情報伝達の面は十分に整備されてい

ないと考えられる。また、現在、警報は 72時間後、48時間後、24時間後の洪水状況につ
いて発せられるが、予想される洪水に対して適切な対策を講じるためには 1週間程度の期間
が必要との指摘もあり、現行の予警報のタイミングは必ずしも十分な余裕を与える物とは言

えない。一方、バングラデシュにおいてより長期的な洪水位の予測を実現するためには、イ

ンドをはじめとする周辺諸国からの情報が不可欠であり、国家間の連携が必要となる。 

 

2）  防災教育 
サイクロン同様、近年では、政府も防災に関する意識改革施策に力を入れており、防災知

識の普及・向上の一環として以下に示すような取り組みを行っている。 
• 1997-2002年のプログラムにおいて、35,000人の地域リーダーへ防災教育の実施 
• 公務員に対し、年 2時間の防災講習の義務付け 
• 初等学校年長者のカリキュラムに防災教育組み込み 
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3.3  1974年および 1998年洪水被害分析 
本節においては 3万人近い死者が発生した 1974年の洪水および直近の大規模な洪水であ

る 1998年の洪水について被害要因の分析を行う。以下に各洪水の状況を示す。 
 

表 9 1974年と 1998年洪水概要 
 1974年洪水 1998年洪水 

湛水面積 52,720 km2 (国土の37％) 100,000 km2 (国土の68％) 
死亡者数 28,700人（内直接死1,200人） 1,000人 

被災者（影響者）数 36,000,000人 15,000,000人 
被災規模 家屋への被害42.5万軒 

被害額約500万ドル 
2百万人がホームレス化 

家屋への被害90万軒 
被害額約16.7億ドル 
作物被害240万トン 
百万人がホームレス化 

 

（1）  1974年洪水 
1974年に発生した洪水の影響範囲を図 37に、要因分析図を図 38に示す。なお、要因分

析のために参考文献特記事項については、付表 2にまとめた。 
1974年の洪水においては洪水そのものよりも、それに端を発した飢饉により多数の死者

を出す結果となった。この飢饉に関しては、当時の世界食料市場の高騰や米国の外交戦略の

影響による援助物資の遅れ等、バングラデシュを取り巻く外部的環境による部分も多いが、

洪水害の要因分析結果を見てみると、被害要因は大きく、1）政府そのものに災害に対応す
るキャパシティーがなかった、2）洪水対策が適切に機能していなかった、および 3）貧困
層に洪水に対する体制がなかった、の 3点に分けられる。以下に、それらの詳細について述
べていく。 

 
1）  政府そのものに災害に対応するキャパシティーがなかった 
1974年の洪水被害に伴って多くの死者を出した飢饉に関連するバングラデシュ政府の状

況としては以下のものがあげられる。 
• 1972年、73年の凶作に伴い米備蓄量がわずかであった 
• 経済的に遅れており、外貨備蓄が少なかった 
• 独立初期にあたって歳出が歳入を上回っており、国内の米を十分に買い上げるこ

とができなかった 
• 樹立直後の政権で不安定であり、国民に対して米の供出を強く働きかけられなか

った 
• キューバとの国交がある国に対する食糧支援は米国の法律上実施できないこと

が明らかになり、これまでに洪水発生時に受けていた米国からの食糧支援が受けられ

なかった 
このような状況の中、洪水による米作へのさらなる被害を受け、米価格が高騰した。一方

で、収入を農業労働に依存する貧困層は洪水による就労の機会を失うという二重の影響を受
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け、食料の購買能力が急激に落ちていったことが飢饉の最大の原因であった。これに対し、

時の政府は緊急的な食料支援を行うが、支援は都市部の比較的裕福な層を主眼において実施

され、農村部の末端までは届いていなかったとされている。この理由としては樹立直後の不

安定な政権が、より政治に影響力のある層に対して優先的に支援を行ったことがあげられて

いる。また、当時からバングラデシュの洪水には国際的な関心が集まっており、バングラデ

シュ政府も国際社会からの洪水に対する支援を得るため、洪水の直接的な被害に関心を寄せ

る一方、飢饉に対する注意を怠っていたとの指摘もある。 
本調査において洪水後の疾病による被害の大きさについて具体的な記述は得られていな

いが、食料について同様、限られた資源で十分な対応はできていなかったと予想できる。 
このように時の政府の行財政に係るキャパシティーの不足が被害の拡大に大きな影響を

及ぼしたことが同年の洪水の大きな特徴の一つである。 
 
2）  洪水対策が適切に機能していなかった 
バングラデシュにおいては 1960年代より洪水に対するハード対策（堤防建設）が実施さ

れてきたとされているが、今回の文献調査からは必ずしも経年的な対策の整備状況は把握で

きていない。一方、バングラデシュにおける洪水堤防の多くは適切な維持管理の不足から、

適切に機能していないとの指摘が多くあり、独立直後の同時期においても状況は同じであっ

たことが予想される。1987年に国連開発計画（UNDP）によって実施された調査において
は、バングラデシュにおいて堤防が計画されている性能を発揮していない理由として、a) 不
十分な設計、b) 不完全な堤防・水利施設の建設・維持管理基準、c) 土地収用に係る政治的
問題、d) 設計・運営に対する不十分な住民参加、をあげており、これよりも 10年前を遡る
当時の状況は想像に難くない。 
一方、ソフト面での洪水対策として洪水予警報システムの整備が 1960年代より始まって

いるが、1974年の時点ではまだ十分な予警報はできていなかったことが予想される。また、
予警報の住民への伝達においては、1988年においても十分機能していないことが指摘され
ており、1974年当時においても同様であったと考えられる。バングラデシュにおける洪水
予警報システムは現在においても 72時間前までの洪水水位しか予測できず、対策を講じる
に十分な時間的余裕がないことが指摘されていることから、74年当時においても十分には
機能していなかったことが予想される。 

 
3）  貧困層に洪水に対する耐性がなかった 
バングラデシュにおける災害としての洪水（ボンナ）は、影響を受ける人口の規模に対し

て人命への被害は必ずしも多くない。一方、洪水は物的被害を通して様々な形で人々の生活

に影響を及ぼす。1974年に起こった洪水のもっとも直接的な害は農作物への影響である。
バングラデシュにおいては稲作は3回耕作が可能であるが、このうち雨期の前に収穫を行う
アウス稲および雨期の終わりに植え付けを行うアマン稲が洪水による被害を受ける。一方、

農作物に対する被害は農地の所有者のみならず、農業労働により賃金を得ている土地なし農
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民や小規模農民の雇用機会を減少させた。この結果、特に貧困層を中心とした農民の購買能

力が失われ、食料市場の高騰とあいまって大きな被害を出した。バングラデシュにおける

1974年当時の貧困率は70.6％と非常に高く、多くの人々が食糧不足に脅かされたと考えられ
る。 

このほか、ボンナは家屋や家畜等の財産に対し直接的な被害を与えるとともに、被災住民

を経済的に圧迫し（就労機会の減少、作物や財産への被害）、無事に残っている資産を売却

させる圧力となる。このような機会においては、財産は通常よりも安い価格で売買される。

これらの被害は、十分な資産のある者に対しては資産の一部の損失、あるいは一時的な損失

となるにすぎないが、そうでない者は生計を維持するために借金をしたり、土地や家畜を本

来よりも安い値で売ることになる。一方、裕福な層は、安価で新たな資産を手に入れる機会

にも恵まれることになる。すなわち、同じ被害でも比較的裕福な層と貧困層とでは受けるイ

ンパクトが大きく異なるのである。 
1974年に見られるような大規模な洪水は人命等への直接的な被害の他にも、脆弱な人間

をより脆弱な立場へと追いやるというサイクルを形成しており、間接的に人々の命までも脅

かすものである。 
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出典：Banglapedia 

図 37 1974年洪水の影響範囲 
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図 38 1974年洪水の被害要因分析（まとめ図） 
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図 39 1974年洪水の被害要因分析（系図） 
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（2） 1998年洪水 
1998年に発生した洪水の影響範囲を図 40に、要因分析図を図 41に示す。なお、要因分

析のために参考文献特記事項については、1970年洪水と同様に付表 2にまとめた。 
1998年の洪水においては国の 3分の 2以上が冠水しており、冠水地域が 37％と、1974

年の洪水に比べて洪水そのものの規模が大きい。一方、人命への被害は 1,000人程度であり、
無視できる数字ではないながらも 1974年の洪水による直接的な死者とされる 1,200人より
も若干小さくなっている。洪水の規模を考えれば何らかの要因により外力の影響が緩和され

たともとらえられる。1998年の洪水においても洪水害の基本的な被害要因は 1974年同様、
以下の 3つの要因に大分される。 

 
1）  政府その災害に対応するキャパシティー 
1998年と 1974年の洪水の状況で最も異なっている点は洪水に続く大規模な飢饉が起こ

らなかったことである。より大きな規模の洪水であったにもかかわらず飢饉につながらなか

った要因としては以下のものがあげられる。 
• 海外への出稼ぎ労働者からの送金等による貨備蓄が進んでいた 
• 米の自由化政策が実施されており、民間による米の輸入が実施されていた 
• 作況予想がある程度可能になっており、また、洪水被害を受けないボロ稲の栽培

が増えており、住民に米不足の不安が広がらなかった 
• 国際社会からの食糧支援が適切なタイミングで行われた 
• 政府による被災者への食糧支援が 1974 年当時に比べ、量・質ともにより適切に
行われた 

1998年において、大きな飢饉が起きなかった背景にはバングラデシュを取り巻く外部環
境が大きく異なっていたほか、行政による被災者への食糧支援のキャパシティーが向上して

いたことがあげられる。国際社会からの支援のもと、被災者への食料の緊急支援、脆弱層（女

性世帯主世帯等）への配給券の発給、Food for Workプログラムなどが実施されている。一
方、支援物資が、一部の政治家や地域の有力者に私物化されるケースも指摘されており、状

況に改善の余地は認められる。 
 
2）  洪水対策 
バングラデシュにおける洪水対策は従来、洪水堤防の建設に重点をおいたものであった。

1990年に始まった洪水行動計画（FAP）においては洪水予警報や地域住民に対する災害意
識の向上が着目されるようになるが、FAPの実施主体で中心的な役割を果たすのが堤防路
線を継続させてきた水開発庁（BWDB）であり、これら対策は基本的にはハード的対策に付
随するものとして認識されていた。一方、FAP期間（1990-95）の後半には洪水対策計画策
定への住民参加の重要性が認識され始めており、2000年に策定された国家水政策において
水資源開発・管理における住民参加が明確に謳われるようになった。1998年時点では、FAP
に示される計画はパイロットプロジェクトを除いて実施されておらず、1988年の洪水)同様、

堤防の決壊等による被害があったと考えられる。 
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堤防の整備状況については、1980年代後半には全国で合計 7,555kmの堤防が建設されて
いたとされており、1998年時点ではさらに整備が進んでいたと考えられる。従って 1974
年に比べて相当量の整備が進み、一部地域では洪水被害の緩和に寄与したと考えられる。 
洪水予警報については、洪水予警報センターによる洪水モニタリングモデルおよび日々の

洪水情報（Daily Flood Bulletin）は評価される一方、洪水情報は住民には伝わらないとい
う状況が報告されており、必ずしも住民の適切な対策、避難につながらなかったと考えられ

る。なお、現時点で洪水位の予測は 72時間前までに限られており、対策を講じるに十分な
時間的余裕がないことが指摘されている。 

 
3）  貧困層の洪水に対する耐性 
1998年においてはバングラデシュ国民の貧困の程度は独立直後に比べ大幅に改善されて

いる。一方、限られた土地資源に対する人口圧は増加するとともに、1980年代に起こった
緑の革命により、農家の現金支出は増大しており、人々の洪水害に対する脆弱性が緩和され

たとは言えない。1990年代初頭より都市部、農村部ともに貧富の格差は増大しており、一
部の層が洪水害に対する耐性を高める中、一部はより脆弱になっていると考えられる。 
ボンナが貧困層をより脆弱な立場に追いやり、裕福層は新たな資産を手に入れる機会を得

る、という基本的な構図は 1974年から、大きく変化していない。なお、1998年の洪水にお
いては国際社会の支援のもと、種々の食糧支援策がより公平に実施されており、負のサイク

ルを鈍化させる役割を果たしている。一方、食糧支援のうち、実際にそれを必要としている

人間にわたるのはおよそ 6割程度であるとの報告もあり、改善が求められる。 
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出典：Banglapedia 

図 40 1998年洪水の影響範囲
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図 41 1998年洪水の被害要因分析（まとめ図） 
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図 42 1998年洪水の被害要因分析（系図） 
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